
【事後評価】

評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

１－１－Ⅰ　日
常生活圏の中で
必要な医療が提
供できる体制を
整備すること

病床不足地域の数（医療
圏）、無医地区の数（地区）

　現在行っている施策により、医療機関の
整備が進められ、病床不足地域は減少し
ており、それぞれの地域において必要な
医療提供体制の整備が効果的に進めら
れている。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き日常生活圏の中で必要な医療が提供
できる体制を整備するために予算を継続して要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・医療施設等施設整備費
　平成１７年度予算要求額　１６，１９２百万円
　平成１６年度予算額　　　　１６，１９２百万円
・へき地医療支援機構経費
　平成１７年度予算要求額　３６１百万円
　平成１６年度予算額　　　　３４４百万円
・へき地医療拠点病院群
　平成１７年度予算要求額　７５５百万円
　平成１６年度予算額　　　　７５６百万円

③ ー

１－１－Ⅱ　医
療機関の機能分
化と連携を促進
し、医療資源の
効率的な活用を
図ること

病床区分ごとの病床数、一
般病床（旧その他の病床か
ら療養型病床群を引いた数
を含む）、療養病床（療養型
病床群含む）

　現在行っている施策により療養病床は
増加しており、引き続き患者の病態に応じ
た適切な病床区分を推進する必要があ
る。また、地域医療支援病院制度につい
ても病院数は増加しているが、更にその
普及・定着を図り、医療機関相互の機能
分担や地域医療の確保を推進する必要
がある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き患者の病態に応じた適切な病床区分を
推進する必要があることから、そのための予算を継続して要求するこ
ととした。

【反映状況事項例】
（継続）
・医療施設等施設整備費
　平成１７年度予算要求額　１６,１９２万円
　平成１６年度予算額　　　　１６,１９２万円

③ －

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－１－Ⅲ　救
急・災害医療体
制を整備するこ
と

救命救急センターの数（箇
所）、小児救急医療支援事
業実施数（地区数）、小児救
急医療拠点病院数（箇所）、
ドクターヘリ事業実施件数
（箇所）、災害拠点病院の数
（箇所）、広域災害・救急医
療情報システムの整備（箇
所）

  諸施策を講ずることにより、救命救急セ
ンターの増加、小児救急医療の充実、ドク
ターヘリの普及、災害拠点病院の増加
等、救急医療・災害医療体制の整備が着
実に進められている。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き救急・災害医療体制を整備するために
予算を継続して要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・救命救急センター運営費
　平成１７年度予算要求額　５，８５７百万円
　平成１６年度予算額　　　　５，８５８百万円
・ドクターヘリ導入促進事業
　平成１７年度予算要求額　７６４百万円
　平成１６年度予算額　　　　７６４百万円
・小児救急医療支援事業
　平成１７年度予算要求額　４４６百万円
　平成１６年度予算額　　　　４５６百万円
・小児救急医療拠点病院
　平成１７年度予算要求額　５９９百万円
　平成１６年度予算額　　　　５４０百万円
・広域災害・救急医療情報システム経費
　平成１７年度予算要求額　３２百万円
　平成１６年度予算額　　　　３２百万円

③ ー

１－１－Ⅳ　医
療の質を向上さ
せるために医療
法に基づく基準
を遵守させるこ
と

立入検査件数（及び実施
率）、立入検査の結果（遵守
率）

  全国の病院に対する立入検査の実施に
より、医療法に基づく施設等の基準につ
いて高い遵守率が保たれており、施策目
標の達成に向けて進展があった。また、
特定機能病院の立入検査については、実
施率が100%となっており、安全管理のた
めの体制確保について指導が徹底され、
患者の安全性を高めている。

　今後も当該施策を適切に実施するため、必要な予算の確保に努め
ることとした。

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－２－Ⅰ　今
後の医療需要者
に見合った医療
従事者の確保を
図ること

就業者数（医師、歯科医
師、薬剤師、保健師、助産
師、看護師・准看護師、理
学療法士、作業療法士、視
能訓練士、言語聴覚士、義
肢装具士、歯科衛生士、歯
科技工士、診療放射線技
師、臨床検査技師、衛生検
査技師、臨床工学技師、救
急救命士）

　現時点では医療従事者の供給増が求
められており、医療従事者が着実に増加
していることから、施策目標の達成に向け
て進展があった。
　需給に関する検討会の報告書の予測に
よると、今後医師などが供給過剰となりう
るため、医療従事者の養成の在り方につ
いても検討する必要がある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き、医療従事者の質の向上を図りつつ、
需要に見合った医療従事者を安定的に確保するために予算を継続し
て要求することとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・歯科医師需給に関する検討会
　平成１７年度予算要求額　５百万円
（継続）
・看護師等養成所運営事業
　平成１７年度予算要求額　５，９４９百万円
　平成１６年度予算額　　　　５，７３０百万円
・看護師等養成所運営事業
　平成１７年度予算要求額　５，９４９百万円
　平成１６年度予算額　　　　５，７３０百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－２－Ⅱ　医
療従事者の資質
の向上を図るこ
と

医師、歯科医師の臨床研修
の履修率、看護職員に対す
る研修会等の実施回数、診
療放射線技師実習指導者
に対する講習会修了者数、
臨床検査技師実習指導者
に対する講習会修了者数、
視能訓練士実習指導者に
対する講習会修了者数、歯
科技工士実習指導者に対
する講習会修了者数、理学
療法士・作業療法士養成所
の職員等に対する講習会
修了者数、薬剤師実務研修
修了者数。

　各種講習会の実施、各種研修の実施、
臨床研修の補助等、現在講じている施策
により、医療従事者の資質の向上が図ら
れ、施策目標の達成に向けて進展があっ
た。しかし、医療技術の進歩等に伴い、今
後とも臨床研修や講習会の実施等によ
り、医療従事者の質の向上を図る必要が
ある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、医療技術の進歩等にも対応するよう医療従事者
の資質の向上を図るため、必要な経費の確保のために予算を継続し
て要求することとした。

【反映状況事項】
（新規要求・拡充要求）
・新人助産師に対する医療安全推進モデル研修事業
　平成１７年度予算要求額　８７百万円
（継続）
・診療放射線技師実習施設指導者等養成講習会
　平成１７年度予算要求額　１８百万円
　平成１６年度予算額　　　　１８百万円
・歯科技工士実習施設指導者等養成講習会
　平成１７年度予算要求額　０．５百万円
　平成１６年度予算額　　　　０．５百万円

④ ○

１－３－Ⅰ　利
用者の視点に
立った、効率的
で質の高い医療
サービスを実現
するため、情報
提供体制を推進
すること

患者に対して診療情報を提
供している病院の割合、財
団法人日本医療機能評価
機構による医療機能評価の
年度別認定数、診療ガイド
ラインが完成している疾患
数、病院内情報システム
（電子カルテ、オーダリング
システム）の普及率

　「診療情報の提供等のあり方に関する
指針」の策定・周知や医療機能評価のた
めのサーベイヤーの養成支援等により、
カルテ開示、医療機能評価等を推進して
おり、（財）日本医療機能評価機構による
医療機能評価認定数の増加、診療ガイド
ライン完成疾患数の増加等の実績もあ
り、施策目標の達成に向けて進展があっ
た。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き利用者の視点に立った効率的で質の高
い医療サービスを実現するため、情報提供体制を推進するために予
算を継続して要求することとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・診療情報の提供の環境整備事業
　平成１７年度予算要求額　７百万円
　平成１６年度予算額　　　　６百万円
（継続）
・第三者病院機能評価機構経費
　平成１７年度予算要求額　３５百万円
　平成１６年度予算額　　　　３４百万円

④ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－３ーⅡ　総合
的な医療安全確
保対策の推進を
図ること

医療機関の安全管理体制
の確保率、医療安全対策
ネットワーク整備事業による
ヒヤリ・ハット事例収集件
数、医療安全に関するワー
クショップの受講者数

　医療安全の推進については、施策を進
める上で必要な情報の共有や事例収集
により、医療事故防止のための有効な改
善策を検討するなど、安全対策の確立に
向けて前進している。また、病院に対する
安全管理体制整備の義務付けや「医療安
全支援センター」の設置等の施策も推進
しており、目標の達成に向けて進展がみ
られた。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き総合的な医療安全対策の推進を図るた
めに予算を継続して要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・医療安全対策検討会議
　平成１７年度予算要求額　３７百万円
　平成１６年予算額　　　　　　３７百万円
・医療安全対策に関するワークショップの開催
  平成１７年度予算要求額　１．７百万円
　平成１６年度予算額　　　　１．７百万円
・医療安全支援センター総合支援事業
　平成１７年度予算要求額　１０３百万円
　平成１６年度予算額　　　　１０３百万円

③ －

１－４－Ⅰ　政
策医療を着実に
実施すること

地域の医療従事者を対象と
した研修会等の受入数、研
究論文数、政策医療に係る
研究機能（臨床研究セン
ター、臨床研究部の数等）

　再編成の推進等により、病床数の減少
等業務体制を見直す一方で、政策医療
ネットワーク支援システムの整備等によ
り、効率的かつ効果的な政策医療の充実
が図られた。また、臨床研究センター等で
の臨床研究の実施や研究論文等の件数
の順調な伸展等、政策医療の実施体制
については、重点的な整備等が行われ、
平成15年度については、施策目標をほぼ
達成した。

【概要】
　評価結果を踏まえ、引き続き政策医療を着実に実施するために予算
を継続して要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・取扱患者数の増
　平成１７年度予算要求　3,159,820人
　平成１６年度予算額　　 3,156,575人
・大型研究費の継続
　平成１７年度予算要求額　4,250百万円
　平成１６年度予算額　　　　4,250百万円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－４－Ⅱ　経
営基盤の安定化
を図ること

経常収支率（国立高度専門
医療センター等を除く。施策
目標１－４－Ⅰ・Ⅲの「政策
医療を着実に実施すること」
「医療資源の集中・集約（再
編成）を図ること」の状況を
踏まえて評価。）

　国立病院・療養所の経営基盤の安定化
に向けての組織的な取組は一定の効果
を上げてきており、一般会計からの繰入
の縮減と相まって、経営基盤の安定化を
図るという施策目標はほぼ達成されてい
る。国立病院・療養所の経営を取り巻く状
況は年度によって異なるが、昨今の状況
から、上記取組は、各年度の経営の安定
化のための前提条件といえる

【概要】
　評価結果を踏まえ、国立病院・療養所（国立高度専門医療センター
等を除く。）を独立行政法人国立病院機構へ移行する一方で、国立高
度専門医療センター等は、がん、心臓病などの特定の疾患等につい
て、採算面を重視すれば成立しない高度先駆的医療、新たな診断・治
療法の研究・開発、専門医療従事者の研修、情報発信という機能を一
体的に行っていることから、その評価を経常収支率という指標を用い
て行うことは困難なため、国立病院・療養所の経営基盤の安定化の施
策目標を中止。

① ー

１－４－Ⅲ　医
療資源の集中・
集約（再編成）を
図ること

再編成実施施設数 　国立病院・療養所の再編成実施時期等
を具体化した対処方策を平成13年4月に
公表して以降、平成14年度は15施設、平
成15年度も11施設の再編成を計画どおり
実施しており、これにより医療資源の集
約、集中が可能となり、政策医療の推進
に繋がっていることから施策目標は達成
されている。

【概要】
　国立病院・療養所の独立行政法人化に伴い、再編成実施業務につ
いても独立行政法人国立病院機構に移行したため、評価結果を踏ま
え、本施策目標を中止。

① ー

１－５－Ⅱ　治
療方法が確立し
ていない特殊の
疾病等の予防・
治療等を充実す
ること

都道府県の難病医療拠点
病院・協力病院数、難病情
報センターのアクセス件数、
特定疾患対策研究事業の
研究論文数

　本施策により、難病医療拠点病院・協力
病院が増加し、難病情報センターにおけ
るホームページのアクセス件数も増加し
ていることから、難病患者の受診機会の
増加及び国民への効果的な情報提供が
有効かつ効率的に行われている。今後
も、増加・高齢化する難病患者の療養上
の悩みや不安に的確に対応するための
施策を講じていく必要がある。

【概　要】
　政策評価の結果を踏まえ、平成１７年度概算要求において、難治性
疾患に関する調査・研究の推進により、治療法等の確立と普及を図る
とともに、難病相談・支援センター事業等の充実により、地域における
難病患者の療養生活支援の一層の向上を図ることとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・難病相談・支援センターの整備＜３０か所→４１か所＞
　平成１７年度予算要求額　１８２百万円
　平成１６年度予算額　　　　１３２百万円
（継続）
・特定疾患治療研究事業＜対象者の増＞
　平成１７年度予算要求額　２４，６２８百万円
　平成１６年度予算額　  　　２１，９０５百万円
・難治性疾患克服研究事業
　平成１７年度予算要求額　２，３０６百万円
　平成１６年度予算額　　　　２，１２６百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－５－Ⅲ　ハン
セン病対策の充
実を図ること

支給件数、平均処理日数、
普及啓発パンフレットの配
布件数、ハンセン病資料館
の入館者数

　「らい予防法」とこれに基づく隔離政策の
ために、ハンセン病患者・元患者の方々
に耐え難い苦難と苦痛を与え続けて来た
ことに対し、改めて深く反省・謝罪し、今後
とも必要な措置を講じる必要がある。補償
金支給事務については、大多数の対象者
が既に支給済みとなっており、ハンセン病
資料館及び中学生向けパンフレットにつ
いても、適正に事業が実施されている。

【概　要】
　政策評価の結果を踏まえ、ハンセン病に対する正しい知識の普及啓
発の一層の充実を図ることとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・ハンセン病資料館の拡充
　平成１７年度予算要求額　９２５百万円
　平成１６年度予算額　　　　１３１百万円
（継続）
・中学生向けパンフレット作成費
　平成１７年度予算要求額　３４百万円
　平成１６年度予算額　　　　３５百万円

　④ －

１－５－Ⅳ　エイ
ズの発生・まん
延の防止を図る
こと

エイズ発生動向調査におけ
る報告数（HIV感染者報告
数、エイズ患者報告数、保
健所におけるエイズ相談受
付件数、HIV抗体検査件
数、エイズ予防財団の実施
する電話相談件数）

　エイズ発生・まん延防止のための取組と
して、情報提供、知識の普及啓発を行い、
また、検査・相談体制についても整備を実
施し、相談及び検査の件数も増加が見ら
れ、危惧されている”感染爆発”は抑えら
れている。しかし、世界的なＨＩＶ感染の拡
大にかんがみ、引き続き効果的な施策を
講じる必要がある。

【概　要】
　エイズ発生動向を踏まえ、正しい知識の普及啓発や検査相談体制
の整備等の一層の充実を図ることとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・同性愛者等予防啓発事業
　平成１７年度予算要求額　　６百万円
　平成１６年度予算額　　　　　１百万円
・青少年エイズ対策事業
　平成１７年度予算要求額　１２百万円
　平成１６年度予算額　　　  　６百万円
・HIV検査相談事業
　平成１７年度予算要求額　４８百万円
　平成１６年度予算額　　　　２７百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－５－Ⅴ　適
正な臓器移植の
推進等を図るこ
と

臓器提供意思表示カード・
シールの配布枚数（カード、
保険証用シール、運転免許
証用シール）、心臓移植実
施件数、肺移植実施件数、
肝臓移植実施件数、腎臓移
植実施件数、膵臓移植実施
件数、小腸移植実施件数、
角膜移植実施件数、骨髄提
供希望登録者数、うち新規
登録者数、骨髄移植実施件
数、保存さい帯血公開個
数、さい帯血移植実施件数

　昨年度に比べて、臓器提供意思表示
カード・シールの配布枚数が大きく増加し
ており、また、新規骨髄提供希望登録者
数も増加している。引き続き、現行の施策
の実施や運用上の課題への対応等によ
り、国民の移植医療に対する信頼の確保
及び移植医療の普及に努めることが必要
である。

【概　要】
　引き続き現行の施策を実施するとともに、臓器移植・造血幹細胞移
植の普及について関係機関と連携するなど、運用上の課題に適宜対
応することなどにより、国民の移植医療に対する信頼を確保しながら、
その普及に努める。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・臓器移植対策事業費
　平成１７年度予算要求額　４８９百万円
　平成１６年度予算額　　　  ４８３百万円
・骨髄移植対策事業費
　平成１７年度予算要求額　４９３百万円
　平成１６年度予算額　　　　４４９百万円
・骨髄データバンク登録費
　平成１７年度予算要求額　８０２百万円
　平成１６年度予算額　　　　７５１百万円
・さい帯血移植対策事業費
　平成１７年度予算要求額　６８９百万円
　平成１６年度予算額　　　  ６２６百万円

④ －

１－５－Ⅵ　原
子爆弾被爆者等
を援護すること

認定処理件数（処理期間）、
被爆者健康診断受診率

　認定処理件数は2年連続で200件近くあ
り、健康診断受診率は、8割を超える高水
準であることなどから、原子爆弾被爆者
の援護に効果があったと評価できる。

【概要】
　引き続き本施策を実施することとした。

【反映状況事項】
（継続）
・疾病・障害認定審査会に必要な経費（うち原爆分）
　平成１７年度予算要求額　２，９７９千円
　平成１６年度予算額　　　　２，９９１千円
・原爆障害対策費
　平成１７年度予算要求額　１５４，１１２，８７９千円
　平成１６年度予算額　　　　１５２，６６９，９３３千円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－６－Ⅰ　有
効性・安全性の
高い新医薬品・
医療用具の迅速
な承認手続を進
めること

優先審査承認品目の割合、
申請件数と処理件数、標準
事務処理期間ＪＩＳ認定工場
数／医療用具製造業者数
（平成１２年末　２１２／２７０
９）

　審査機関の統合等により、審査体制の
充実・強化、効率化が図られており、ま
た、審査事務処理期間内の処理、医薬品
等の医療現場への早期提供等に貢献し
ている。審査体制は海外先進国の体制と
比較して必ずしも十分ではなく、今後の審
査担当者の増員等の拡充、審査体制の
強化による審査のさらなる迅速化・高度
化や第三者認証制度の活用の推進によ
る効率化等が課題である。

【概要】
　今後も当該施策を適切に実施するため、必要な予算の確保に努め
ることとした。(当該施策は、新医薬品・医療用具の優先審査を進める
こと、標準的事務処理期間内に処理すること及びリスクの低いものに
ついて基準を定めて自己認証制度等の対象とすることを目標としてお
り、これらに必要と考えられる審査体制の整備（独立行政法人医薬品
医療機器総合機構の設置等）については、平成１６年度までにひとと
おり終えている。）

③ ー

１－６－Ⅱ　医
薬品・医療用具
の品質確保の徹
底を図るととも
に、医薬品等の
情報提供に努め
ること

立入検査件数、指導等件数
自主回収の件数、医薬品情
報提供ホームページへのア
クセス数、医薬品の使用上
の注意の改訂件数

　製造所、薬局等への立入検査及び不良
品の回収については、15年度においても
一定の実績を上げてきており、医薬品・医
療用具の品質確保の推進に寄与している
と評価できる。また、的確な伝達手段とし
て、インターネットを介し、迅速かつ効率
的に医療関係者等に情報提供を実施す
ることができた。

【概要】
　今後も当該施策を適切に実施するため、必要な予算の確保に努め
ることとした。

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－６－Ⅲ　医
薬分業を推進す
ること

地域ごとの分業計画整備
率、地域別分業率

平成15年度における医薬分業率は、前年
度に比べ全国平均で約3%以上上昇してい
るなど、全国的にみても地域的に見ても
医薬分業が着実に推進されていると評価
できる。

【概要】
　医薬分業の現状としては、分業率が全国平均で５０％を越えたもの
の、地域格差の存在や薬局を利用する患者等がそのメリットを感じら
れないといった問題もあることから、 医薬分業の普及啓発を引き続き
行うとともに、これまでの医薬分業推進施策の結果や患者のニーズを
踏まえ、医薬分業を取り巻く現状全般を把握し、今後の医薬分業の質
的な向上を推進するための方策を総合的に検討するために、新たに
次の通り政策に反映することとした。

【反映状況事例】
（新規要求・拡充要求）
・医薬分業総合推進方策検討事業
　平成１７年度予算要求額　４，０２０千円
（継続）
・医薬分業啓発普及費
　平成１７年度予算要求額　２，０７５千円
　平成１６年度予算額　　　  ２，０７５千円
・薬局機能評価制度導入整備事業費
　平成１７年度予算要求額　４，７２１千円
　平成１６年度予算額　　　  ４，７１３千円

④ ー

１－６－Ⅳ　医
薬品副作用被害
救済制度の適正
な管理を行うこ
と

拠出金額と給付額 　医薬品副作用被害救済制度における拠
出金については、医薬品製造業者等への
制度周知が図られてほぼ未収金がない
状態にある。請求件数の増加は、広報活
動により患者・医療機関への制度の周知
が行き届いてきたことから生じたものと考
えることができ、引き続き、制度の安定的
な維持に万全を期すこととしている。

【概要】
　今後も当該施策を適切に実施するため、必要な予算の確保に努め
ることとした。

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－７－Ⅰ　血
液製剤の国内自
給の推進を図る
こと

原料血漿確保量、原料血漿
確保目標量、献血者数、献
血量、輸血用血液製剤の国
内自給率、アルブミン製剤
の国内自給率、免疫グロブ
リン製剤国内自給率、血液
凝固第Ⅷ因子製剤（血液由
来）の国内自給率、献血
ルーム数、成分採血装置数

　計画的な原料血漿の確保、血液製剤の
適正使用の推進等により、献血血液によ
る血液製剤の自給率は向上しているが、
輸入に依存している部分も見られる。今
後とも、血液製剤の中長期的な需給見通
しに基づき、献血の推進を図るための体
制整備及び原料血漿の計画的な確保を
図るとともに、一層の適正使用を進めるこ
と等により、自給を推進する必要がある。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、血液製剤の国内自給の推進を図る観点
から、効果的な献血普及活動の推進及び献血受け入れ体制の整備を
目的とした取組を図っていくこととした。

【反映状況事項例】
（縮小要求）
・献血制度推進特別事業費
　平成１７年度予算要求額　１７８百万円
　平成１６年度予算額　　　　１７９百万円
（拡充要求）
・献血推進普及特別対策費
　平成１７年度予算要求額　３４百万円
　平成１６年度予算額　　　　３３百万円
（継続）
・献血受入確保施設設備整備費
　平成１７年度予算要求額　２７３百万円
　平成１６年度予算額　　　　２７３百万円
（実施方法の改善）
　献血制度推進特別事業費について、より効果的な献血の推進を図る
ため内容の変更を行った。
　献血推進普及特別対策費について、若年層に対する献血の普及啓
発をより一層図るため事業内容の見直しを行った。

②、④ －

１－７－Ⅱ　血
液製剤の使用適
正化を推進する
こと

血液製剤使用量、全血製
剤、赤血球製剤、血小板製
剤、血漿製剤、アルブミン製
剤、グロブリン製剤、使用指
針等策定の進捗状況

　血液製剤使用状況調査の結果を踏まえ
た使用指針の策定等により、血液製剤の
適正使用は進んできており、血液製剤の
国内自給率は上昇傾向にあることから、
施策目標の達成に向けて進展があったと
評価できる。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、引き続き血液製剤の使用状況調査、指
針の作成及び使用適正化を推進することとした。

【反映状況事項】
（縮小要求）
・血液製剤使用状況等調査事業費
　平成１７年度予算要求額２５百万円
　平成１６年度予算額　　　２８百万円
（継続）
・血液製剤使用適正化普及費
　平成１７年度予算要求額　３百万円
　平成１６年度予算額　　　　３百万円

② ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－７－Ⅲ　血
液製剤の安全性
の向上を図るこ
と

検査項目数、検査実施率、
平均献血回数

　採血事業者及び製造業者等による新た
な安全対策が公表され、一部は実施に移
されているなど、血液製剤の安全性の向
上について一定の進展があったと評価で
き、検討会における議論を踏まえ、今後
の複数回献血の推進に向けた取組等を
進めていくことが重要である。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、血液製剤のより一層の安全性向上を図る
観点から、健康な献血者の確保を目的とした取組を図っていくこととし
た。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・複数回献血協力者確保事業
　平成１７年度予算要求額　２４百万円
・問診技術向上研修事業
　平成１７年度予算要求額　６百万円
・献血時における健康な献血者の確保推進調査事業
　平成１７年度予算要求額　７百万円
（継続）
・血液事業指導・調査費
　平成１７年度予算要求額　２百万円
　平成１６年度予算額　　　　２百万円
（実施方法の改善）
　問診技術向上研修事業については、ＨＩＶ等の検査目的献血の防止
を図ることを目的としている。複数回献血協力者確保事業について
は、血液の安全性に対する理解がある複数回献血者を確保し、血液
製剤の安定供給を図ることを目的として、新規に予算要求を行った。

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－８－Ⅰ　希
少疾病ワクチ
ン・抗毒素及び
インフルエンザ
ワクチンの安定
供給を図ること

供給要請数と売払数、需要
量と供給量、新型インフル
エンザワクチン株（当面３０
株）の開発株数

①　ワクチン・抗毒素の国家買上げ及び
備蓄並びに、インフルエンザワクチンの需
給調査及び需要予測については、施策目
標達成のための手段として機能してい
る。
②　新型インフルエンザワクチン製造株の
作製については、引き続き計画に沿って
行う必要がある。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、
１．稀少疾病に対するワクチン・抗毒素の安定供給を確保するための
買上経費
２．インフルエンザワクチンの需給調査及び需要予測について検討す
るインフルエンザワクチン需要検討会の開催経費
３．新型インフルエンザワクチン製造株の開発、製造及び検査にかか
る経費
を継続して予算要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・重要医薬品供給確保事業
　平成１７年度予算要求額　３３百万円
　平成１６年度予算額　　　　　９百万円
・ワクチン総合施策検討事業
　平成１７年度予算要求額　２百万円
　平成１６年度予算額　　　　２百万円
・ワクチン安定供給確保対策事業
　平成１７年度予算要求額　１９百万円
　平成１６年度予算額　　　　１９百万円

③ －

１－９－Ⅰ　医
薬品・医療用具
の製造業や販売
業等の振興を図
ること

市場規模（医薬品、医療機
器）、製造業者数（医薬品、
医療機器）、販売業者数（医
薬品、医療機器）、新医薬
品・医療用具の承認取得数
（医薬品、医療機器）

　産業界の関係者を参集した懇談会で、
各施策の実施状況について、全般的には
一定の評価を受けている。しかし、医薬
品・医療機器産業において、国際競争力
のある治験環境が完全には実現されてい
ないなど、一部施策目標が十分に達成さ
れていないという指摘もあり、現行施策を
推進する必要がある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、医薬品・医療用具の製造業や販売業等の一層
の振興を図るために、医薬品産業ビジョンや医療機器産業ビジョン等
に盛り込まれている施策を引き続き実施していくため、予算を継続して
要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・産業情報確保対策事業
　平成１７年度予算要求額　１１百万円
　平成１６年度予算額　　　　１１百万円
・医薬品等供給動向調査事業
　平成１７年度予算要求額　５７百万円
　平成１６年度予算額　　　　５７百万円
・医療機器産業振興調査事業
　平成１７年度予算要求額　５．５百万円
　平成１６年度予算額　　　　５．５百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－９－Ⅱ　医
薬品・医療用具
の流通改善を図
ること

不公正な競争の事案数、平
均の流通コスト等

　医薬品・医療用具の流通を取り巻く状況
の変化等の影響がある中においても、各
施策の実施により医薬品の平均の流通コ
ストが平成11年度から14年度までの間に
3年連続で減少するなど、施策目標の達
成に向けて進展があった。

【概要】
　評価結果を踏まえ、ＩＴ化・コードの標準化を一層推進することにより、
医薬品、医療用具について一層の流通効率化・合理化に向けて、現
行の施策を引き続き実施していくことを踏まえ、予算を継続して要求す
ることとした。
　
【反映状況事項例】
（継続）
・医薬品流通近代化推進事業
　平成１７年度予算要求額　１．５百万円
　平成１６年度予算額　　　　１．５百万円

③ －

１－９－Ⅲ　バイ
オ技術、ナノ技
術等の先端技術
を活用し、画期
的な医薬品、医
療用具等の研究
開発を推進する
こと

新医薬品・医療用具の承認
取得数

　CRCの養成等の臨床研究の推進に向
けた基盤整備事業等の実施により、治癒
率や患者のQOLを向上させるための実用
化に向けた取組が見られる。また、ゲノム
関連研究等のライフサイエンス分野の研
究開発への効率的な資源配分により、治
験届提出数が増加傾向にあり、目標の達
成に向けて進展があったと評価できる。

【概要】
　評価結果を踏まえ、バイオ技術、ナノ技術等の先端技術を活用し、
画期的な医薬品、医療用具等の研究開発を推進するために、従前の
予算を廃止し、新規・拡充要求を行うこととした（平成１７年度より研究
開発振興業務については独立行政法人医薬品医療機器総合機構か
ら独立行政法人医薬基盤研究所へ業務移行）。

【反映状況事項例】
（廃止）
・独立行政法人医薬品医療機器総合機構開発振興勘定運営費交付
金
　平成１７年度予算要求額　　　　　０百万円
　平成１６年度予算額　　　　９，０７１百万円
（新規要求）
・独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金
　平成１７年度予算要求額　１１，９４２百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　 　　 ０百万円
※施策に対しての予算は運営費交付金の一部。

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－９－Ⅳ　患
者数が少なく、
研究開発が進み
にくい希少疾病
用新薬や成人に
比較して適用薬
剤が少ない小
児・未熟児に適
した剤型等の研
究開発を推進す
ること

希少疾病用医薬品・医療用
具の承認取得数

　希少疾患患者や小児等を対象とした医
薬品等の開発については、国の支援が不
可欠である。希少疾病用医薬品研究開発
補助等の施策により、希少疾病用医薬品
等の承認取得数は平成15年度までに2年
連続で増加し、患者の生命を救うことや
QOLの向上に一定の貢献が認められ、施
策目標の達成に向け進展があった。

【概要】
　評価結果を踏まえ、現状の施策を強化・充実することにより、研究開
発を一層推進するため、従前の予算を廃止し、新規・拡充要求を行う
こととした（平成１７年度より研究開発振興業務については独立行政法
人医薬品医療機器総合機構から独立行政法人医薬基盤研究所へ業
務移行）。

【反映状況事項例】
（廃止）
・独立行政法人医薬品医療機器総合機構開発振興勘定運営費交付
金
　平成１７年度予算要求額　　　　　０百万円
　平成１６年度予算額　　　　９，０７１百万円
（新規要求・拡充要求）
・独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金
　平成１７年度予算要求額　１１，９４２百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　 　　　０百万円
・小児疾患臨床研究費（厚生労働科学研究費）
　平成１７年度予算要求額　３５１百万円
　平成１６年度予算額　　　　１９３百万円
※施策に対しての予算の一部は独立行政法人医薬基盤研究所への
運営費交付金財源とする予定。

③ －

１－１０－Ⅰ　患
者の多様なニー
ズや医療機関経
営上のニーズに
対応した医療関
連サービスの適
切な提供を促進
すること

市場規模、業者数 　近年、医療関連サービスを行う民間事
業数が毎年増加する等、事業者間の競
争を通じて多様な医療関連サービスが効
率的に提供されており、各種業務委託を
行う施設数も例年増加していることから、
施策目標の達成に向けて進展があった。
今後とも、ニーズの多様化等に対応しつ
つ、医療関連サービス事業の業務委託の
更なる進展を図るための施策を推進する
必要がある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、医療機関や患者のニーズの多様化等に対応し
つつ、医療関連サービス事業の業務委託の更なる伸展を図るため、
現行の施策を引き続き実施していくことを踏まえ、予算を継続して要求
することとした。
　
【反映状況事項例】
（継続）
・医療関連サービス基準作成事業
　平成１７年度予算要求額　１．７百万円
　平成１６年度予算額　　　　１．７百万円
・医療関連サービス総合調査事業
　平成１７年度予算要求額　２．５百万円
　平成１６年度予算額　　　　２．５百万円
・医療関連サービス健全育成指導事業
　平成１７年度予算要求額　２百万円
　平成１６年度予算額　　　　２百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

③ －１－１１－Ⅰ　適
正かつ安定的・
効率的な医療保
険制度を構築す
ること

赤字保険者数（健保組合）、
（市町村国保）、財政窮迫健
保組合の指定件数、国保安
定化計画の指定市町村数、
制度別収支状況（健保組
合）（政府管掌健康保険）
（市町村国保、赤字補填額
を加味したもの）、（国民医
療費のＮＩ比、一人当たり保
険料額（健保組合）、（政府
管掌健康保険）、（市町村国
保）、一人当たり給付費額
（健保組合）、（政府管掌健
康保険）、（市町村国保））、
保険料の徴収額（健保組
合）、保険料の収納額（政管
健保）、保険料（税）の収納
額（市町村国保、国保組
合）、保険料の徴収率（健保
組合）、保険料の収納率（政
管健保）、保険料（税）の収
納率（市町村国保、国保組
合）、滞納処分件数（市町村
国保・国保組合）、資格関係
事由によるレセプト返戻率、
医療費通知実施保険者数
（健保組合）（市町村国保・
国保組合）、レセプト点検実
施保険者数（健保組合、市
町村国保）、第三者求償件
数等（市町村国保、国保組
合）、電算処理されたレセプ
トの割合（支払基金審査
分、医科）、電算処理された
レセプトの割合（国保連審
査分、医科）、（社会保険診
療報酬支払基金分）査定率
（原審査、点数率）査定後認
容率（基金責任分、点数
率）、指導件数

　近年の経済の低迷、少子高齢化の進展
等により、医療保険財政を取り巻く環境は
厳しいものとなっている。そのことは、赤
字保険者数、財政窮迫組合の指定件数
など、個々の保険者の財政状況が依然と
して厳しい状況にあることから見て取れ
る。しかし、その一方で１５年度の健康保
険組合全体の財政状況は改善しており、
平成１５年度としては目標達成に向けて
進展があったと考えられる。

【概要】
　平成１５年度としては目標達成に向けて進展があったと考えられるこ
とを踏まえ、平成１７年度予算概算要求においては、平成１６年度予算
における事業を同程度で継続することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・老人医療費適正化推進事業
　平成１７年度予算要求額　３，５０３百万円
　平成１６年度予算額　　　　３，５０３百万円
・市町村が実施する退職被保険者適用適正化事業等
　平成１７年度予算要求額　３，４４１百万円
　平成１６年度予算額　　　　３，８２３百万円



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－１２－Ⅰ　地
域住民の健康の
保持・増進及び
地域住民が安心
して暮らせる保
健医療体制の確
保を図ること

保健所・市町村保健セン
ター設置数、保健師未設置
又は１人設置の市町村数、
保健師中央研修受講者人
数、保健所等専門職人数、
健康危機管理保健所長研
修受講者数、保健所長充足
率、「地域における健康危
機管理のための手引書」

　地域住民に身近な保健サービスを提供
する市町村保健センター等の保健活動の
基盤整備、地域保健従事者の人材の確
保及び資質の向上が図られている。ま
た、健康危機管理手引書を作成した自治
体が増加していることから、地域における
健康危機管理体制の整備も推進されてい
る。

【概要】
　地域における健康危機管理体制の整備は、一昨年以降発生したＳＡ
ＲＳや高病原性鳥インフルエンザ等の新興再興感染症対策に有効で
あったことを踏まえて、平成１７年度も継続的に保健所長等を対象とす
る健康危機管理研修を行うこととしている。

【反映状況事項例】
（継続）
・健康危機管理体制整備推進費（保健所長等の研修）
　平成１７年度予算要求額　　　　３百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　　３百万円

③ ー

１－１２－Ⅲ　医
療保険者が行う
健康管理事業を
推進すること

健康管理事業実施状況（健
診実施件数（政府管掌健康
保険）（市町村国保・国保組
合）、事後指導実施件数等
（政府管掌健康保険）、健康
管理事業に要する費用（健
保組合）（政府管掌健康保
険）（市町村国保））

　政管健保の検診の実施件数は前年並
みを確保するとともに、政管健保の事後
指導及び国保の健診の実施件数は着実
に増加しているなど、健康管理事業は適
切に展開されており、目標をほぼ達成し
た。

【概要】
　平成１５年度は目標をほぼ達成したところであるが、今後は地域・職
域の医療保険者が都道府県単位で連携・協力して保健事業等に取り
組んでいくことが必要であることを踏まえ、平成１７年度予算概算要求
においては、保険者による保健事業の共同実施等について新規要求
するとともに、機構・定員要求においても地域連携室（仮称）の設置を
要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・国保小規模保険者等における保健事業等支援
　平成１７年度予算要求額　３４２百万円
　平成１６年度予算額　　　　３４２百万円
（新規要求・拡充要求）
・地域保健と職域保健が連携し、保険者による保健事業の共同実施
等
　平成１７年度予算要求額　２，６７０百万円

【予算以外への反映】
　医療保険者等が連携して地域における保健事業等の取組を円滑か
つ効率的に行うための支援組織として、保険局に地域連携室（仮称）
の設置を要求することとした。

④ ○



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１－１３－Ⅰ　健
康危機が発生し
た際に迅速かつ
適切に対応する
ための体制を整
備すること

健康危機管理会議（幹事
会）の定期開催（月2回）、健
康危機管理調整会議（幹事
会）の随時開催

　省内における健康危機に関する迅速な
情報交換を図り、緊急の事態に対して的
確に対応することを目的として設置されて
いる健康危機管理調整会議等を必要に
応じ開催する等により、複数部局におけ
る危機管理施策の調整を行ったところで
あり、対策を省として一体的に講じる際
に、重要な役割を果たしている。

【概要】
　健康危機管理調整会議等については、省内における健康危機に関
する迅速な情報交換及び緊急の事態に対する的確な対応を省として
一体的に講じるという重要な役割を果たしている現状を踏まえ、引き続
き実施することとした。

③ －

２－１－Ⅰ　食
中毒等食品によ
る衛生上の危害
の発生を減ら
し、食品の安全
性の確保を図る
こと

食中毒統計を基礎に施策に
対応した健康危害発生数
（食中毒統計による５０名以
上の食中毒事件数）、業種
毎のＨＡＣＣＰ承認取得率
（乳・乳製品、食肉製品、魚
肉練り製品、容器包装詰加
圧加熱殺菌食品、清涼飲料
水）、食品の不良率、全頭
検査の実施状況

　総合衛生管理製造過程の承認取得率
の向上、BSE検査の着実な実施など、食
品の安全性の確保に関し、着実に成果を
上げており、施策目標の達成に向け大き
な進展があったが、大規模・広域食中毒
対策や大量調理施設における高度な衛
生管理手法の導入の推進等の個別課題
については、一層の対策強化が必要であ
る。

【概要】
　大規模・広域食中毒対策や大量調理施設における高度な衛生管理
手法の導入の推進などの個別課題については、一層の対策強化が必
要であると考えられるが、全体として改善の方向に向かっていることを
踏まえ、継続して各施策に取り組むこととした。また、ＢＳＥ確認検査に
ついては、これまでの実績を踏まえ確認検査件数の点で見直しを行っ
た。

【反映状況事項例】
（縮小要求）
・ＢＳＥ対策費
　平成１７年度予算要求額　７３百万円
　平成１６年度予算額　　　  ８９百万円
（継続）
・食品等安全対策費
　平成１７年度予算要求額　１４百万円
　平成１６年度予算額　　　  １４百万円
・食品高度衛生管理方式適正推進費
　平成１７年度予算要求額　１０百万円
　平成１６年度予算額　　  　１０百万円
（実施方法の改善）
　総合衛生管理製造過程の承認取得率の向上、BSE検査の着実な実
施など、食品の安全性の確保に関し、着実に成果を上げており、現在
の政策方針を継続する。一方、患者数50人以上の食中毒事件数が増
加するなど、引き続き警戒が必要な状況があり、大規模・広域食中毒
対策や大量調理施設における高度な衛生管理手法の導入の推進な
どの個別課題については、一層の対策強化を行っていく。

② -



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－1－Ⅱ　国民
の健康を守るた
め、輸入食品の
安全性の確保を
図ること

輸入食品監視指導計画に
基づくモニタリング検査計画
の達成率（％）、輸入食品監
視支援システム利用率、国
際的基準策定の進捗状況
①モダンバイオテクノロジー
応用食品のリスク分析に関
する原則案②組換えＤＮＡ
植物由来食品の安全性評
価の実施に関するガイドラ
イン案③組換えＤＮＡ微生
物利用食品の安全性評価
の実施に関するガイドライン
案

　輸入食品監視支援システム利用率や国
際食品規格の策定に係る施策目標につ
いては、達成されたといえる。また、モニタ
リング検査計画に基づくモニタリング検査
の達成率についても確実に上がってお
り、施策目標の達成に向けて、進展が見
られる。

【概要】
　輸入食品監視支援システム利用率は平成１５年度に９１％に達し、
遺伝子組換え食品に係る国際食品規格の策定についても、平成１５年
度に採択が行われたことから、それらに係る施策目標については、達
成されたといえる。また、モニタリング検査計画の達成率についても確
実に上がっていることを踏まえ、
①輸入食品監視指導計画に基づくモニタリング検査計画については、
輸入食品の過去の違反状況、危険情報等を踏まえた見直し等を行い
つつ、モニタリング検査を実施する
②輸入食品監視支援システムについては、現在のシステムの利用率
を維持しつつ、試験品採取情報システムを構築し、モニタリング検査業
務の効率化を図る
こととした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・輸入食品・検疫検査ｾﾝﾀｰ経費
　平成１７年度予算要求額　９６５百万円
　平成１６年度予算額　　　　９１８百万円
・輸入食品監視情報強化費
　平成１７年度予算要求額　２２５百万円
　平成１６年度予算額　　　　３１４百万円
（実施方法の改善）
　輸入食品の監視を効果的に実施するため、輸入食品監視指導計画
に基づき、輸入食品の監視・検査体制の強化を図るとともに、輸入者
等に対する相談指導体制を整備し、輸入食品の安全性の確保に向け
た体制の充実を図る。

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－１－Ⅲ　食
品添加物の規格
基準や残留農薬
基準の整備等を
通じ、食品の安
全性の確保を図
ること

既存添加物の規格数（品
目）、残留基準設定農薬数

　食品の安全性を確保する観点から、既
存添加物の規格基準の設定については、
平成17年度までに120品目作成できるよう
作業を進めている。農薬については、残
留基準設定農薬の数は増加し続けてい
る。また、平成18年5月までのポジティブリ
スト制の導入に向け、残留基準及び暫定
基準等の整備が、継続的に進められてい
る。

【概要】
　食品の安全性を確保する観点から、既存添加物の規格基準の設定
を進めていくことは重要である、との評価を踏まえ「食品添加物規格策
定費」を継続要求することとした。
　農薬については、残留基準設定農薬の数は増加し続けているところ
である。また、ポジティブリスト制の導入（平成１８年５月までに実施予
定）に向け、より一層の食品の安全確保を推進するとの評価を踏ま
え、残留農薬の暫定基準等の整備を図る「残留農薬基準設定費」につ
いて３年計画の最終年度の要求を行うとともにポジティブリスト制の適
切な運用を図るため、新規に「加工食品」における残留農薬の実態調
査等を行い安全性を検証する経費を要求。

【反映状況事項例】
（縮小要求）
・残留農薬基準策定事業
　平成１７年度予算要求額　１７８百万円
　平成１６年度予算額　  　　３４９百万円
（新規要求・拡充要求）
・加工食品残量農薬等安全性検証事業
　平成１７年度予算要求額　５４百万円
（継続）
・食品添加物規格策定事業
　平成１７年度予算要求額　１１百万円
　平成１６年度予算額　 　　 １１百万円
（実施方法の改善）
　食品の安全確保を図るために、今後ともより一層の既存添加物の規
格設定、残留農薬基準の整備等を行っていく。

【予算以外への反映】
　平成１７年度以降の業務量の増に対応するため「基準策定専門官」
を要求することとした。

②、④ ○



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－１－Ⅳ　いわ
ゆる健康食品等
について、広告・
表示の適正化を
図り、適切な情
報の下で消費者
がこれを選択で
きるようにするこ
と

健康増進法第32条の2（虚
偽誇大広告）違反に対する
勧告数（件）、健康食品等に
関する健康被害報告数
（件）

　健康の保持増進効果等に係る虚偽誇大
広告等を禁止する法改正に基づき、健康
の保持増進効果についての表示の適正
化並びに安全性及び健康被害情報につ
いての情報収集が行われ、施策目標の
推進に向け進展があった。今後、監視指
導のノウハウの蓄積、事業者及び消費者
への普及啓発による不適正広告の一掃
を行う必要がある。

【概要】
　平成１５年度に健康の保持増進効果等に係る虚偽誇大広告等を禁
止する法改正を行い、これらの適正な運用を図るために事業者に対し
て行った指導の実績に照らすと、健康の保持増進効果について表示
の適正化が図られており、今後の適正化の推進が期待されることを踏
まえ、当該指導事例をもとに、監視指導のノウハウを蓄積していくとと
もに、パンフレット、事例集を作成し、事業者への指導のみならず消費
者への普及啓発を積極的に図り、不適正広告を一掃していくこととし
た。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・虚偽誇大広告等監視指導対策事業
　平成１７年度予算要求額　１百万円
・誇大広告等不適正表示監視等指導事業
　平成１７年度予算要求額　９百万円
　平成１６年度予算額　　　　６百万円
（実施方法の改善）
　引き続き保健機能食品制度の普及啓発に努めるとともに、いわゆる
健康食品による健康被害対策として、健康被害事例及び安全性・効果
等に関する情報提供を消費者等に対し行うなど健康食品による被害
の防止を講じていく。

④ －

２－２－Ⅰ　国
民、特に青少年
に対し、薬物乱
用の危険性を啓
発し、薬物乱用
を未然に防止す
ること

薬物乱用経験者数 ・啓発
資材の配布実績、薬物乱用
防止キャラバンカーの稼働
実績、学校における薬物乱
用防止教育への協力実績

　未成年者の覚せい剤事犯による検挙者
数が前年度に比べ減少するとともに、薬
物乱用防止キャラバンカーの学校訪問
等、様々な媒体を通じて広報啓発を行っ
ており、これまでの啓発活動に一定の効
果がみられた。今後とも、青少年に対する
啓発活動を一層充実し、薬物乱用の未然
防止に取り組む必要がある。

【概要】
　覚せい剤全体の押収量は増加しているとともに、大麻やＭＤＭＡ等
錠剤型合成麻薬等、新たな薬物の乱用が拡大傾向にあることを踏ま
え、青少年に対する啓発活動を一層充実し、薬物乱用の未然防止に
取り組んでいくこととした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・特定薬物乱用重点予防啓発事業
　平成１７年度予算要求額　２４百万円
（継続）
・覚せい剤等撲滅啓発事業
　平成１７年度予算要求額　８５百万円
　平成１６年度予算額　　　　８５百万円
・薬物乱用対策事業（啓発事業）
　平成１７年度予算要求額　６５百万円
　平成１６年度予算額　　　　７２百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－２－Ⅱ　国
内及び水際にお
いて、薬物事犯
に対する取締り
を徹底すること

薬物事犯の検挙件数、人
数、主な薬物の押収量、覚
せい剤、大麻（乾燥大麻及
び大麻樹脂の合計））、薬物
乱用経験者数、薬物事犯の
検挙件数、人数、押収量、
薬物乱用経験者数

　前年度を上回る覚せい剤を押収する
等、関係機関との連携により摘発に積極
的に貢献し成果を挙げることができ、施策
目標の達成に向けて進展があった。しか
しながら、薬物事犯は依然として深刻な
状況にあり、今後とも関係機関が緊密な
連携を図り、取締体制の充実強化を図る
ことが必要である。

【概要】
　我が国の薬物乱用状況は依然として深刻な状況にあり、薬物事犯の
摘発に向けた捜査体制の強化や広域化する薬物犯罪に迅速に対処
することが必要であることを踏まえ、機動的、効率的な捜査を実施する
ために必要な機材等の整備を行うこととした。

【反映状況事項例】
（新規事業・拡充要求）
・麻薬取締活動推進費（捜査用車両、機材等整備）
　平成１７年度予算要求額　５７９百万円
　平成１６年度予算額　　　　５６９百万円

④ ー

２－２－Ⅲ　脱
法ドラッグの不
正使用を防止す
るとともに、薬物
依存・中毒者の
治療と社会復帰
を支援すること

薬物相談窓口における相談
件数、薬物事犯の再犯率
（覚せい剤）、警告件数

　精神保健福祉センターでの薬物相談窓
口事業を始めてから、薬物依存・中毒者
に対する相談件数が約2倍強で推移して
いることや、脱法ドラッグの不正使用防止
に関し、インターネット監視による関係都
道府県への警告件数が年々減少してい
ること等、施策目標の達成に向けて進展
があった。

【概要】
　脱法ドラッグ対策においては、麻薬指定の要否を判断するために、
流通実態、乱用状況等について、我が国の現状を把握することが最も
重要であることを踏まえ、これらの施策を今後とも推し進めていくことと
した。
　また、薬物依存・中毒者に対する相談・指導について多数の相談が
寄せられている現状を踏まえ、今後も相談窓口業務を充実させていく
こととした。

【反映状況事項例】
（新規事業・拡充要求）
・無承認無許可医薬品監視指導基準等作成事業
　平成１７年度予算要求額　３０百万円
　平成１６年度予算額　　　　　８百万円
（継続）
・薬物乱用対策事業（相談事業）
　平成１７年度予算要求額　２６百万円
　平成１６年度予算額　　　　２９百万円
・麻薬中毒者相談員事業
　平成１７年度予算要求額　　７百万円
　平成１６年度予算額　　　　　７百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－３－Ⅰ　安
全で質が高い水
道の確保を図る
こと

高度浄水処理水の推計利
用人口

　高度浄水処理水の推計利用人口は増
加しており、安全で質が高い水道水の供
給に一定の効果があったと評価できる。
今後も引き続き現行の施策を推進し、安
全で質が高い水道水の供給の確保に努
めることが必要である。

【概要】
　高度処理水推計利用人口の増加とともに異臭味被害人口も減少し
ていることを踏まえ、引き続き本施策を実施。

【反映状況事項例】
・高度浄水施設整備費
　平成１７年度予算要求額　１２，１７２百万円
　平成１６年度予算額　　　　１０，５６３百万円

③ ー

２－３－Ⅱ　災
害に強い水道の
整備など水道水
の安定供給を図
ること

広域水道受水人口、管種別
布設延長割合（ダクタイル
鋳鉄管）（内耐震継ぎ手を
有する管）（石綿セメント管）
（その他）

　広域化の推進による経営基盤の強化、
耐震管路延長の増加等水道水の安定供
給のための基盤整備が進んでいると評価
できる。今後も引き続き現行の施策を推
進し、災害に強い水道の整備など水道水
の安定供給を図ることが必要である。

【概要】
　広域化人口が増加していること、耐震化管路延長割合が増大してい
ることを踏まえ、引き続き本施策を実施。

【反映状況事項例】
（継続）
・水道広域化施設整備費
　平成１７年度予算要求額　３３，７２１百万円
　平成１６年度予算額　　　　２９，６５２百万円
・ライフライン機能強化事業費
　平成１７年度予算要求額　６，３１５百万円
　平成１６年度予算額　　　　７，７０４百万円

③ ー

２－３－Ⅲ　未
普及地域におけ
る水道水の整備
を図ること

水道未普及人口 　施策の実施により水道未普及人口は
年々減少しており、水道未普及地域の減
少に効果があった。今後も引き続き現行
の施策を推進し、水道未普及地域の解消
に努めて参りたい。

【概要】
　これまでの施策により未普及人口が減少していることを踏まえ、引き
続き本施策を実施。

【反映状況事項例】
・簡易水道等施設整備費
　平成１７年度予算要求額　３６，０４０百万円
　平成１６年度予算額　　　　３０，０２５百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－４－Ⅰ　毒
物・劇物の適正
な管理を推進す
ること

立入検査施工施設数、登録
届出施設数、立入検査実施
率、違反発見施設数、違反
発見率

　業種等に重点をおき、過去の立入検査
の頻度や違反状況等も考慮に入れた立
入検査及び重点的に個別に丁寧で細や
かな指導等が行われ、立入検査施行施
設数及び立入検査実施率は減少したが、
違反発見施設数及び違反発見率は増加
しており、事業場等における毒物・劇物の
適正な管理の推進に向けて進展があっ
た。

【概要】
　立入調査の重要性に鑑み、毒物・劇物の適正な管理を推進するため
に、現状を維持し、業界団体等を通じた啓発と、立入検査を継続し、違
反事項を改善指導していくこととした。

【反映状況事項例】
（継続）
・毒物劇物取締法施行費
　平成１７年度予算要求額　１４百万円
　平成１６年度予算額　　　　１４百万円

【予算以外への反映】
　毒物・劇物の適正な管理を推進するために、過去の立入検査の頻度
や違反状況等も考慮に入れた立入検査を継続して実施するよう、全国
薬務監視等担当係長会議等を通じ都道府県に技術的助言を行う。

③ -

２－４－Ⅱ　化
学物質の毒性に
ついて評価し、
適正な管理を推
進するための規
制を実施するこ
と

国際安全性点検数、第１種
監視化学物質、第２種監視
化学物質の指定件数

　毒性評価の性格に基づく時間及び予算
等の検討課題はあるとはいえ、国際安全
性点検の着実な実施及び化審法に基づく
既存化学物質の指定の着実な実施を通
して、施策目標の達成に向けて進展が
あった。

【概要】
　実績評価を踏まえ、引き続き化学物質の毒性について評価し、適正
な管理を推進する。

【反映状況事項例】
（継続）
・化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行費
　平成１７年度予算要求額　８１百万円（※）
　平成１６年度予算額　　　　８３百万円
・高生産既存化学物質国際安全性点検実施費
　平成１７年度予算要求額　３８０百万円
　平成１６年度予算額　　　　３８０百万円
※化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行費のうち、前
年度に比べて減少が見られるのは、平成１５年の法改正に伴う試験方
法の見直しによるもの。

③ -



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

２－４－Ⅲ　家
庭用品の安全性
を確保すること

マニュアル策定数 　マニュアル作成の手引きの策定を着実
に進めることにより、施策目標の進展に
向け効果があった。今後も引き続き策定
作業を行う。また、新たに必要な商品群に
ついてマニュアル作成の手引きの策定を
進める必要がある。

【概要】
　事業者自身の安全確保レベル向上を支援するため、商品群毎の「安
全確保マニュアル作成の手引き」を策定することは家庭用品による健
康被害の未然防止対策として有効であるとされたことを踏まえ、今後も
新たに必要な商品群について「安全確保マニュアル作成の手引き」の
策定を継続していくこととした。

【反映状況事項例】
（継続）
・家庭用品健康被害防止対策事業費
　平成17年度予算要求額　4百万円
　平成16年度予算額　　　　4百万円
（予算以外への反映）
　「安全確保マニュアル作成の手引き」が完成次第、各自治体に配布
するとともに、全国家庭用品担当係長会議等を通じて、事業者への安
全確保指導（使用時に生じるリスク及びリスク要因の削減技術の開発
等）についての技術的助言を行う。

③ -

２－５－Ⅰ　生
活衛生関係営業
における衛生水
準の確保及び振
興を図ること

振興計画の認定件数、①シ
ルバースター登録旅館数、
②福祉浴場を実施している
公衆浴場数、標準営業約款
登録施設数（理容業、美容
業、クリーニング業）

　生活衛生関係営業において、各種施策
が一定の実績をあげており、また、国民
の身体に重要な影響を及ぼすような事例
はほとんど報告されていないことから、各
種施策は生活衛生水準の確保及び生活
衛生関係営業の振興を図る上で一定の
効果をあげていると考えられる。

【概要】
　引き続き現行の施策を推進し、生活衛生水準の確保とより一層の生
活衛生関係営業の振興を図る。

【反映状況事項例】
（継続）
・標準営業約款推進事業費
　平成１７年度予算要求額　２百万円
　平成１６年度予算額　　 　 ２百万円

③ －

２－５－Ⅱ　建
築物衛生の改善
及び向上等を図
ること

環境衛生基準への不適合
率、浮遊じん量、一酸化炭
素の含有率、二酸化炭素の
含有率、温度、相対湿度、
気流、ホルムアルデヒドの
量、環境衛生基準への不適
合率、水質基準、残留塩素
含有率

　評価指標としている不適合率について
は、顕著な減少こそ見られないものの、目
立った増加はなく低水準で推移しており、
施策目標の達成に向けて進展があったも
のと評価できる。

【概要】
　引き続き現行の施策を推進し、不適合率の更なる減少に努め、建築
物衛生の改善及び向上等を図る。

【反映状況事項例】
（継続）
・環境衛生対策費
　平成１７年度予算要求額　８．３百万円
　平成１６年度予算額　　　　８．３百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－１－Ⅰ　法
定労働条件の確
保・改善を図る
こと.

定期監督等の実施状況（定
期監督等の実施件数）、申
告処理の状況（申告処理件
数）、司法処理の状況（司法
処理件数）

　申告処理件数が増加する中で、定期監
督、申告処理、司法処分等の実施を通じ
て労働条件の確保・改善が適切に進めら
れている。

【概要】
　今後においても、申告・相談等の受動業務の増大が見込まれるが、
これに適切に対処するとともに、定期監督についても最大限実施する
ほか、重大悪質な事案については司法処分を行い、厳正に対処する
こととする。

③ ー

３－１－Ⅱ  年間
総実労働時間
1,800時間の達
成・定着

労働時間の状況（年間総実
労働時間）、所定外労働時
間の状況（所定外労働時
間）、年休の取得状況（年休
取得率）

　景気の回復等により平成15年度に年間
総実労働時間は増加しているが、時間外
労働協定において、特別条項付き協定が
必要となる「特別の事情」を「臨時的なも
のに限る」ことを明確にする限度基準の
改正を行い、その内容についてリーフレッ
トを作成・活用し、周知徹底を図るととも
に、事業主等による労働時間短縮に向け
た取組を促進するための支援を行うこと
等により目標の達成に向けて進展があっ
た。

【概要】
　年間総実労働時間数の増加や年次有給休暇の取得が進まない状
況を踏まえ、既存の各種事業、措置の更なる有効活用を図るととも
に、利用実績の少ない助成金については縮小するなど政策の見直し
を図ることとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・中小企業時短促進援助実施費
　平成１７年度予算要求額　８１９百万円
　平成１６年度予算額　　　　９２８百万円
・労働時間制度改善支援事業
　平成１７年度予算要求額　１４０百万円
　平成１６年度予算額　　　　２３５百万円
・長期休暇取得計画作成推進事業
　平成１７年度予算要求額　２９百万円
　平成１６年度予算額　　　　４３百万円

③ ー

３－１－Ⅲ　賃
金対策の推進を
図ること

最低賃金制の周知状況（市
町村広報誌への掲載状
況）、最低賃金制の運営状
況（最低賃金の設定件数）、
立替払制度の運営状況（立
替払件数、支給労働者数、
立替払額）

 　最低賃金制度については、低賃金労働
者の生活の安定を図るというセーフティ
ネットとしての機能を果たすために地域に
根ざした広報活動を行い、関係労使に周
知啓発がなされている現状においては、
目標をほぼ達成した。
　また、立替払制度は、企業倒産により賃
金の支払を受けられないまま退職を余儀
なくされた労働者に対し、未払賃金のうち
一定範囲のものを国が事業主に代わって
立替払することにより、労働者の生活の
安定を図るというセーフティーネットとして
の機能を果たしており、目標をほぼ達成し
た。

【概要】
　近年における最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果をみ
ると、最低賃金法の違反率は約１０％弱で推移していることを踏まえ、
引き続き、都道府県労働局等において、市町村広報誌への掲載等を
通じ周知啓発を図ることとした。
　今後の雇用経済情勢については、企業の倒産件数に減少傾向が見
られるものの、なお不透明な状況にあり、引き続き、立替払額等の実
績が高水準で推移することが見込まれ、また、本制度の運営について
は、セーフティーネットとしての機能を十分に果たし得るよう、適正な事
務処理に努める必要があることを踏まえ、必要な予算額を要求するこ
ととした。

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－２－Ⅰ　事
業場における安
全衛生水準の一
層の向上を図る
こと

労働災害による死亡者数、
休業４日以上の死傷者数、
事業場に対する多様な安全
衛生情報の提供状況（安全
衛生情報センターのイン
ターネットサイトへのアクセ
ス件数）、 小規模事業場等
団体安全衛生活動援助事
業の利用状況（新規登録団
体数）、地域産業保健セン
ターの利用状況（相談件数
等、訪問指導事業場数）、
産業医共同選任事業の利
用状況（利事業場数等）

　第１０次労働災害防止計画に基づく労
働災害防止対策は一定の効果を上げて
いるところであり、その目標の達成に向け
て進展があった。
  また、安全衛生に関する自主的な取組、
小規模事業場に対する安全衛生水準向
上の支援に係る施策は、一定の効果を上
げており、目標の達成に大きく寄与してい
る。

【概要】
　施策目標を達成するために適切な施策が実施されていることから、
今後とも、安全衛生情報センターを通じての事業場に対する安全衛生
情報の提供、産業医共同選任事業の推進等により、安全衛生水準の
一層の向上に努めることとした。

③ －

３－２－Ⅱ 産業
安全水準の一層
の向上を図
ること

建設業における労働災害発
生状況（建設業における休
業４日以上の死傷者数）、
専門工事業者安全管理活
動等促進事業の利用状況
等（安全衛生教育実施回
数、安全衛生教育参加者
数）木造家屋等低層住宅建
築工事安全対策推進モデ
ル事業の利用状況等（教育
研修会開催回数、教育研修
会参加者数等）、中小総合
工事業者指導力向上事業
の利用状況等（現場所長研
修会開催回数、現場所長研
修会参加者数等）（店社安
全衛生管理担当者研修開
催回数、店社安全衛生管理
担当者研修参加者数）、交
通労働災害防止対策推進
事業の利用状況等（指導員
による個別事業場への指導
件数）、労働安全管理水準
の改善の状況（安全管理特
別指導対象事業場における
度数率、強度率（対前年増
減率）

　建設業における労働災害による死亡者
数については、第９次計画期間中に引き
続き第10次計画期間中における労働災
害の総件数も減少していること、また、同
期間の交通労働災害も減少していること
から、これらの分野における労働災害防
止対策は一定の効果を上げているところ
であり、目標の達成に向けて進展があっ
た。

【概要】
 　施策目標を達成するために適切な施策が実施されていることから、
今後とも、建設業等の労働災害が多い分野での労働災害防止対策の
普及・活用促進を行うことにより、労働災害の一層の減少を図ることと
する。

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－２－Ⅲ　労
働衛生対策の推
進を図ること

業務上疾病者数、酸素欠乏
者等死亡者数、一酸化炭素
中毒死亡者数、化学物質管
理支援事業の利用状況（化
学物質管理者研修受講者
数）、中小規模事業場にお
ける心とからだの健康づくり
（ＴＨＰ）の普及状況（ＴＨＰ導
入指導の実施事業場数、Ｔ
ＨＰ導入指導の実施対象者
数、小規模事業主ＴＨＰ体験
研修実施回数、小規模事業
主ＴＨＰ体験研修参加人
数）、メンタルヘルス指針の
普及状況（研修事業開催回
数、研修事業参加者数、モ
デル事業事業場数、モデル
事業場におけるメンタルヘ
ルスの専門家による取組指
導回数）、産業保健推進セ
ンターの利用状況（産業保
健スタッフに対する研修の
実施回数、事業者等からの
相談件数）、過重労働によ
る健康障害防止対策の状
況（過重労働総合対策関係
パンフレット配布件数）

　労働衛生対策は、これまで着実に対策
を講じてきた結果、業務上疾病者数を２０
年間で約半数にまで減少させることに成
功してきたもので、長期的に見れば一定
の成果を上げてきた。
　また、第１０次災防計画において新たに
重点対象分野に加わったメンタルヘルス
対策、過重労働による健康障害防止対策
については、重点対策として着実に実施
しており、施策目標の達成に向けて進展
があった。

【概要】
　施策目標を達成するために適切な施策が実施されていることから、
今後とも、事業場における化学物質の自主的管理の推進の支援、中
小規模事業場における健康づくりの支援、メンタルヘルス指針の普及
定着等により労働衛生対策の一層の推進に努めることとする。

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－３－Ⅰ　労
災保険給付の適
正な処理を行う
ことにより、被災
労働者等の保護
を図ること

療養（補償）給付件数、休業
（補償）給付件数、傷病（補
償）年金給付件数、障害（補
償）年金給付件数、障害（補
償）一時金給付件数、遺族
（補償）年金給付件数、遺族
（補償）一時金給付件数、葬
祭料（葬祭給付）給付件数、
介護（補償）給付件数、二次
健康診断等給付件数

　被災労働者等の保護のため、労災保険
給付の適正な事務処理の徹底を図ってい
るところであり、目標達成に向けて進展が
あった。

【概要】
　政策手段の適切な実施に努めているところであり、引き続き労災保
険給付の適正な給付に努め、被災労働者及びその遺族の保護を図る
こととする。

【反映状況事項例】
（継続）
・療養（補償）給付の事業
　平成１７年度予算要求額　234,822百万円
　平成１６年度予算額　　　　231,096百万円
・遺族（補償）年金給付の事業
　平成１７年度予算要求額　200,647百万円
　平成１６年度予算額　　　　198,159百万円
・障害（補償）年金給付の事業
　平成１７年度予算要求額　159,085百万円
　平成１６年度予算額　　　　155,262百万円

③ 　ー

３－３－Ⅱ　被
災労働者及びそ
の家族の援護を
図り、被災労働
者の円滑な社会
復帰を促進する
こと

労災就学等援護費の支給
実績（労災就学等援護費支
給件数）、義肢等補装具の
支給状況（義肢等補装具の
支給件数）、アフターケアの
実施状況（アフターケアの実
施件数）

　被災労働者及びその家族の援護及び
被災労働者の円滑な社会復帰の促進を
適切に行っているところであり、目標達成
に向けて進展があった。

【概要】
　政策手段の適切な実施に努めているところであり、引き続き労働福
祉事業の適正な実施に努め、被災労働者及びその遺族の保護を図る
こととする。

【反映状況事項例】
（継続）
・労災就学等援護費支給の事業
　平成１７年度予算要求額　2,869百万円
　平成１６年度予算額　　　　2,938百万円
・義肢等補装具支給の事業
　平成１７年度予算要求額　2,140百万円
　平成１６年度予算額　　　　1,937百万円
・アフターケア実施の事業
　平成１７年度予算要求額　3,627百万円
　平成１６年度予算額　　　　3,326百万円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－４－Ⅰ　勤
労者の財産形成
の促進を図るこ
と

勤労者財産形成促進制度
の活用状況（財形貯蓄残
高、財形融資残高）

　財形貯蓄残高については、主として近
年の厳しい経済情勢における金利の低下
等の外生的要因により減少傾向が見られ
るが、財形融資については、平成１１年度
の制度改善に伴う貸付利率の低下及び
広報活動等による制度の周知が図られた
ことにより、貸付残高は、平成１３年度か
ら１５年度において連続して増加しており
施策目標をほぼ達成した。

【概要】
　関係機関の協力を得ながら、効果的、効率的な周知・広報活動を実
施すること等により、引き続き勤労者財産形成促進制度の活用促進を
図ることとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・勤労者財産形成促進事業費
　平成１７年度予算要求額　１，４０６百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，４８０百万円

③ －

３ー４ーⅡ　中小
企業における退
職金制度の普及
促進を図ること

中小企業退職金共済制度
の普及状況（新規被共済者
数、被共催者数）

　「平成１５年就労条件総合調査報告」
（厚生労働省）による30～99人規模の企
業における退職金制度の普及率は84.7％
となっており、1,000人以上規模の企業の
普及率（97.1％）と比べると依然低い状況
であるところ、中小企業退職金共済制度
の被共済者数は昨年度と比較して増加し
ており目標達成に向けて進展があった。

【概要】
　事業主の相互共済の仕組みと国の援助による中小企業退職金共済
制度の普及促進を図ることにより、引き続き中小企業における退職金
制度の普及促進を図ることとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・中小企業退職金共済事業費
　平成１７年度予算要求額　１２，０４４百万円
　平成１６年度予算額　　　　１２，６６９百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３ー４ーⅢ　自由
時間の充実等勤
労者生活の充実
を図ること

勤労者マルチライフ支援事
業の実施状況（セミナー・ガ
イダンス、体験プログラム等
への参加者数）、事業参加
者のボランティア活動に対
する意識（アンケート結果
「プログラムに参加してボラ
ンティア活動の参加意識が
高まった」の割合）、中小企
業勤労者福祉サービスセン
ターの会員数、全労働金庫
に対する検査実施状況（検
査実施率）

　平成１５年度は、勤労者マルチライフ支
援事業の３年目であり、各実施地域の実
情に合った形での各種取組の実施等を
行ったところ、本事業の参加者の５６．
７％から「プログラムに参加してボランティ
ア活動の参加意欲が高まった」との評価
を得るなど、目標はほぼ達成された。
　一方、中小企業勤労者福祉サービスセ
ンターの会員数は増加傾向にあり、目標
達成に向けて進展があったが、今後とも
本事業の実施地域の拡大を図る必要が
ある。
　また、労働金庫の検査については、高
い検査実施率の維持及び金融庁・道県と
のより緊密な連携を図ったきめ細かな検
査を実施し、このことが労働金庫の健全
性の確保に繋がり、目標をほぼ達成し
た。

【概要】
〈勤労者のボランティア活動への参加について〉
　事業主団体とＮＰＯ・ボランティア関係団体との連携の下、 各種勤労
者向けプログラムの提供や、ボランティア活動を希望する勤労者とボ
ランティア団体との結びつけ等、引き続き勤労者のボランティア活動へ
の参加に向けた基盤整備を実施することとした。
〈中小企業勤労者福祉サービスセンターについて〉
　国庫補助から自立化したサービスセンターや国庫補助団体となって
いない各地の共済会、民間の福利厚生代行会社等と連携しつつ、
サービスセンター事業の実施地域の拡大を図り、引き続き中小企業勤
労者福祉の向上を図ることとした。
〈労働金庫について〉
　労働金庫の健全性を維持し、また、内部管理態勢を充実強化させる
必要があるため、検査実施率の維持・向上を図り、一方で的確に改善
命令を発出すること等の手法を引き続き実施することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
〈勤労者のボランティア活動への参加について〉
・勤労者マルチライフ支援事業経費
　平成１７年度予算要求額　３３９百万円
　平成１６年度予算額　　　　３５４百万円
〈中小企業勤労者福祉サービスセンターについて〉
・中小企業勤労者総合福祉推進経費
　平成１７年度予算要求額　１，５００百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，５７７百万円
〈労働金庫について〉
・労働金庫監督検査対策費
　平成１７年度予算要求額　１５百万円
　平成１６年度予算額　　　　１５百万円

③ －

３－６－Ⅰ　円
滑な政労使コ
ミュニケーション
の促進を図るこ
と

産業労働懇話会、多国籍企
業労働問題懇話会及び中
小企業労働福祉推進会議
の開催回数

　喫緊の政策課題に対応した会議（例え
ば、ワークシェアリング普及推進会議な
ど）を機動的に開催したところであり、政
労使のコミュニケーションの促進自体に進
展があった一方、評価指標に掲げた各種
会議は開催されておらず、これらの会議
の在り方について検討する必要がある。

【概要】
　より効果的、効率的な政労使コミュニケーションを促進するため、会
議の在り方について引き続き検討していく。

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－６－Ⅱ　集
団的労使関係の
ルールの確立及
び普及等を図る
こと

争議件数、争議による労働
損失日数、法令及び指針の
施行状況

　労働者の労働条件の維持・向上は、労
使関係を安定させ、社会経済の発展の基
礎となるものである。争議行為による損失
日数は減少傾向にあること、また、労働契
約承継法の関連法令及び指針が、リーフ
レットの作成・配布を通じた周知広報によ
り遵守され、適正に運用されていることか
ら、目標の達成に向けて進展があったも
のと考えるが、新たな就業形態等への対
応など、なお改善の余地がある。

【概要】
　集団的労使関係法については、社会の複雑化に対応したルールの
普及を引き続き図っていくこととしており、企業組織再編に伴う労働問
題については、社会経済環境の動向を見守りつつ、今後も法令及び
指針の着実な施行又は検討を引き続き実施していく。

③ ー

３－６－Ⅲ　集
団的労使紛争の
迅速かつ適切な
解決を図ること

不当労働行為事件の処理
日数（手続段階別平均所要
日数）、不当労働行為事件
の係属・処理状況（前年繰
越、新規申立て、事由別終
結件数）、調整事件に係る
平均処理日数、調整事件に
係る解決率

　不当労働行為審査制度及び労働争議
の調整制度は、労使関係の安定化に有
効に機能しているが、不当労働行為審査
制度については、審査が遅延しているこ
と、取消訴訟における命令の取消率が高
いことなどの問題があり、審査のより一層
の迅速化、的確化に向けた対応が必要で
ある。
　このような状況を踏まえ、審査の迅速化
及び的確化を図るため、労働委員会にお
ける審査の手続及び体制の整備等を内
容とする「労働組合法の一部を改正する
法律案」を平成１６年３月に国会に提出し
たところである。

【概要】
　審査の迅速化及び的確化を図るため、労働委員会における審査の
手続及び体制の整備等を内容とする「労働組合法の一部を改正する
法律案」を平成１６年３月に通常国会に提出したところであり（現在、継
続審議とされているところ）、今後その円滑な施行を図る。

③ ー

３－７－Ⅰ　個
別労働関係紛争
の解決の促進を
図ること

民事上の個別労働紛争相
談件数、助言・指導申出受
付件数、あっせん申請受理
件数、処理期間ごとの割合

　前年度との比較において、助言・指導件
数について約１．８倍、あっせん件数につ
いて約１．７倍もの伸びを見せており、こ
れは利用者である紛争当事者による紛争
解決ニーズの高まりに対し、紛争解決手
段の多様化がマッチしたことの現れと言
え、その処理期間はほとんどが１か月以
内に処理を終えており、迅速性を特性と
するＡＤＲ（裁判外紛争処理）として国民に
大きく寄与しているといえる。

【概要】
　社会経済情勢の変化に伴う企業組織の再編や起業の人事労務管理
の個別化の進展等を背景とした個別労働関係紛争の増加を踏まえ、
企業内での紛争の自主的解決の促進に向けた人材育成に係る研修
に取り組むこととした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・個別労働紛争対策の推進事業
　平成１７年度予算要求額　１，４４２百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，３９７百万円

④ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

３－８－Ⅰ　労
働保険の適用促
進及び労働保険
料の適正徴収を
図ること

新規適用事業場数、廃止事
業場数、適用事業場数、労
働保険料収納済歳入額、労
働保険料収納率

　労働保険の適用促進及び労働保険料
の適正徴収を図るために行っている労働
保険制度の周知を目的とした労働保険適
用促進月間の実施、未手続事業場の計
画的な解消、労働保険料算定基礎調査、
滞納整理等は有効かつ適正な方法であ
り、外部要因としての経済情勢の悪化の
影響を受けているものの目標達成に向け
て一定の進展があった。

【概要】
　労働保険の未手続事業場の解消のため、適用促進業務について一
層の効率的かつ効果的な促進を図ることとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・労働保険加入促進業務委託事業
　平成１７年度予算要求額　１１６４百万円
　平成１６年度予算額　　　　　８５９百万円
・未加入事業場適用促進事業
　平成１７年度予算要求額　５６１百万円
　平成１６年度予算額　　　　１３１百万円
（継続）
・年度更新等事務促進事業
　平成１７年度予算要求額　６６２百万円
　平成１６年度予算額　　　　６６５百万円
（実施方法の改善）
　労働保険加入促進業務委託事業及び未加入事業場適用促進事業
について、効果的な適用促進を図るために、加入勧奨を行う体制の整
備を行うこととした。

④ ○

４－１－Ⅰ　公
共職業安定機関
における需給調
整機能を強化す
ること

紹介件数、就職件数、就職
率、求人開拓数、求人開拓
数の新規求人数に占める
割合、ハローワークインター
ネットサービスのアクセス件
数、ネット上での応募者数、
年齢階層別求人数、年齢不
問求人の割合、職業訓練受
講指示件数、就職支援セミ
ナーの受講者数、再就職支
援プログラム開始件数、再
就職支援プログラムの就職
率、キャリア・コンサルティン
グ対象者数、キャリア交流
事業参加者数等

　平成１５年度に実施された各施策につ
いては、おおむね良好に機能しており、施
策目標をほぼ達成した。
　なお、平成１６年度からは、就職率等に
対し、具体的な目標を設定したところであ
り、目標達成に向け、着実に事業を推進
していく。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・失業等給付受給者に対する就職支援セミナー事業
　平成１７年度概算要求額　３，４４０百万円
　平成１６年度予算額　　　　２，０３１百万円
（継続）
・キャリア・コンサルティング事業費
　平成１７年度概算要求額　１，０２２百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，０３３百万円

④ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

４－１－Ⅱ　民
間労働力需給調
整システムを整
備すること

労働者派遣事業、民営職業
紹介事業の許可・届出事業
所数、指導監督件数

　平成１５年６月の労働者派遣法及び職
業安定法の改正法の円滑な施行を図ると
ともに、労働者派遣事業、民営職業紹介
事業等を行おうとする許可申請者が適正
に事業を運営できるかについて審査を行
い、また、労働者派遣事業者、民営職業
紹介事業者等の適切な指導監督等を行う
ことにより、これらの事業の適正な運営の
確保が図られたところであり、民間労働力
需給調整システムを整備し、労働力需給
調整機能を強化するという施策目標の達
成に向けて進展があった。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・労働者派遣事業指導費
　平成１７年度概算要求額　６０百万円
　平成１６年度予算額　　　　５７百万円
・職業紹介事業指導費
　平成１７年度概算要求額　１３百万円
　平成１６年度予算額　　　　１４百万円
（実施方法の改善）
　労働者派遣事業、民営職業紹介事業等に係る指導監督業務等につ
いて、その効率性及び実効性を高めるため、平成１６年４月に、公共
職業安定所から都道府県労働局に原則集中化したところ。

② ー

４－１－Ⅲ　官
民の連携により
労働力需給調整
機能を強化する
こと

しごと情報ネット参加機関
数、求人情報件数、アクセ
ス件数（ＰＣ版、携帯版）

　しごと情報ネットは、官民の参加機関の
有する豊富な求人情報等に多数の求職
者が容易にアクセスすることを可能として
いるが、求人情報等のメール配信サービ
スの開始等のしごと情報ネットの充実によ
り、求人情報等へのアクセスの円滑化が
有効に図られたところであり、官民の連携
により労働力需給調整機能を強化すると
いう施策目標の達成に向けて進展があっ
た。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・しごと情報ネットの拡充経費
　平成１７年度予算要求額　８２０百万円
　平成１６年度予算額　　　　７７８百万円

④ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

４－２－Ⅰ　中
小企業、新規・
成長分野企業等
における雇用機
会を創出すると
ともに労働力の
確保等を図るこ
と

中小企業労働力確保法に
基づく各種助成金の支給決
定件数・支給決定金額、「し
ごと情報ネット」に提供した
求人数、求人情報へのアク
セス件数、介護労働法に基
づく各種助成金の支給決定
件数・支給決定金額、受給
資格者創業支援助成金支
給決定件数・金額、緊急雇
用創出特別奨励金支 給決
定人数・支給決定金額　等

　各種助成金等については、一部に利用
実績が低調なもの、開始したばかりのも
の等があるものの、一定の役割を果たし
ている。
　また、中小企業の経営基盤の強化に資
する人材ニーズを求人情報として「しごと
情報ネット」に登録し、求職者に情報提供
することについては、これにより、経営基
盤の強化に資する求職者が、当該求人情
報へのアクセスを通じて当該求人をした
事業所に求職することが可能となり、中小
企業の経営基盤の強化に資する人材確
保の促進に向けて進展があったと考えら
れる。
　以上のとおり、施策目標達成に向け進
展があった。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・中小企業労働力確保法に基づく支援措置
　平成１７年度予算要求額　２１，２９６百万円
　平成１６年度予算額　　　　２４，５７１百万円
・介護雇用創出助成金
　平成１７年度予算要求額　６，１１４百万円
　平成１６年度予算額　　　　６，２４６百万円
・受給資格者創業支援助成金
　平成１７年度予算要求額　６，７５９百万円
　平成１６年度予算額　　　　３，０８４百万円

③ ー

４－２－Ⅱ　地
域の実情に即し
た雇用機会の創
出等を図ること

地域雇用開発促進助成金
支給決定人数・支給決定金
額、地域求職活動援助事業
に係る企業合同説明会等
の実施回数・参加者数、緊
急地域雇用創出特別交付
金の事業費（支出額）及び
新規雇用・就業者数、地域
雇用受皿奨励金支給決定
法人数・支給決定金額・支
給決定労働者数　等

　地域雇用開発促進助成金、地域求職活
動援助事業、緊急地域雇用創出特別交
付金の活用により、地域の実情に即した
雇用機会の創出等が図られ、目標をほぼ
達成した。
　なお、地域高度人材確保奨励金の創設
や地域雇用促進環境整備奨励金の廃
止、地域雇用受皿事業特別奨励金の要
件の見直し等、必要な見直しを行った。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（新規要求）
・地域雇用創造バックアップ事業（仮称）
　平成１７年度予算要求額　５０３百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　０百万円
・地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）（仮称）
　平成１７年度予算要求額　６，５１１百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　　　０百万円
・地域重点産業創業助成金（仮称）
　平成１７年度予算要求額　１，０２１百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　　　０百万円

④ ー

４－２－Ⅲ　事
業活動の縮小を
余儀なくされた
企業における雇
用の維持・安定
を図ること

雇用調整助成金の対象者
数（休業・教育訓練・出向）・
支給決定金額

　雇用調整助成金の活用により、一定程
度失業の予防が図られ、目標をほぼ達成
した。今後も雇用の維持に対して本助成
金の果たす役割は大きいことから、制度
の周知徹底を図ることが必要である

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・雇用調整助成金
　平成１７年度予算要求額　１４，９６９百万円
　平成１６年度予算額　　　　１７，９１８百万円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

４－２－Ⅳ　円
滑な労働移動を
促進すること

再就職援助計画作成状況
（認定事業所数・対象労働
者数）、労働移動支援助成
金支給決定人数、支給決定
金額、ハローワークインター
ネットサービスへのアクセス
件数、ネット上での応募者
数、しごと情報ネット参加機
関数、求人情報件数、アク
セス件数　等

　平成１５年度に実施された各施策につ
いては、概ね円滑な労働移動の促進に一
定の役割を果たしており、施策目標の達
成に向けて進展があった。
　なお、労働移動支援助成金は、実績の
ない労働移動支援体制整備奨励金を廃
止し、平成１６年４月から、在職者求職活
動支援助成金と統合した。
　また、求人情報等のメール配信サービ
スを開始し、しごと情報ネットの充実を
図った。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・しごと情報ネットの拡充経費
　平成１７年度予算要求額　８２０百万円
　平成１６年度予算額　　　　７７８百万円
（継続）
・労働移動支援助成金事業
　平成１７年度予算要求額　５，０２６百万円
　平成１６年度予算額　　　　８，２８４百万円

④ ー

４－２－Ⅴ　産
業の特性に応じ
た雇用の安定を
図ること

雇用管理研修等受講者数、
建設雇用改善助成金支給
決定件数・金額、雇用管理
研修・派遣元責任者研修の
受講者数、常用港湾労働者
の就労割合、雇用管理改善
セミナー・職場講習会・職業
ガイダンスの開催状況、相
談件数（就農等支援コー
ナー）、農林漁業労働者の
充足率　等

　ここ数年減少傾向にある各種研修及び
助成金等があるものの、各種労働者の雇
用管理改善、能力の開発及び向上、幅広
い情報提供並びに福祉の増進等が図ら
れており、施策目標達成に向けて進展が
あった。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・建設労働者雇用安定支援事業費
　平成１７年度予算要求額　１７８百万円
　平成１６年度予算額　　　　１５４百万円
・雇用管理者・派遣元管理者研修事業費
　平成１７年度予算要求額　１８百万円
　平成１６年度予算額　　　　１８百万円
・農林業等就職促進支援事業
　平成１７年度予算要求額　６２百万円
　平成１６年度予算額　　　　６３百万円
・林業雇用改善推進事業
　平成１７年度予算要求額　５２３百万円
　平成１６年度予算額　　　　６６４百万円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

４－３－Ⅰ　高
齢者の雇用就業
を促進すること

６５歳までの継続雇用制度
を有する企業の割合、６５歳
までの雇用を確保する企業
割合、指導・援助の実施件
数、継続雇用定着促進助成
金の支給決定件数・支給決
定金額、再就職援助計画書
交付者数、在職者求職活動
支援助成金の支給決定対
象者数・支給決定金額、中
高年齢者トライアル開始者
数及び常用雇用移行者数、
シルバー人材センターの就
業延人員、高年齢職業経験
活用センターによる派遣延
人数、高年齢者等共同就業
機会創出助成金の支給決
定件数・支給決定金額　等

　平成１５年度に実施された施策について
は、高齢者の就業の促進に一定の役割を
果たしており、施策目標達成に向けて進
展があった。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・継続雇用定着促進助成金
　平成１７年度予算要求額　４５，４２７百万円
　平成１６年度予算額　　　　４７，５７６百万円
・中高年齢者トライアル雇用事業
　平成１７年度予算要求額　３，０００百万円
　平成１６年度予算額　　　　５，２５０百万円
（拡充要求）
・シルバー人材センター事業
　平成１７年度予算要求額　１４，５９６百万円
　平成１６年度予算額　　　　１４，１２２百万円

④ ー

４－３－Ⅱ　障
害者の雇用を促
進すること

新規求職申込件数、有効求
職者数、就職件数、障害者
雇用機会創出事業の開始
者数・常用雇用移行者数及
びその率、職場適応援助者
による人的支援事業の支援
対象者・支援終了者数、実
雇用率、法定雇用率未達成
企業割合、調整金・報奨金
支給決定件数・支給決定金
額　等

 平成１５年度においては、障害者の厳し
い雇用状況が続く中で、各施策を着実に
推進した結果、就職件数が大幅に増加し
過去最高となるなど、障害者の就職の促
進に着実に実績を残したものと認識して
おり、障害者の雇用の促進という施策目
標をほぼ達成した。
　なお、障害者試行雇用事業について
は、平成１６年度における具体的な目標
を掲げたところであり、目標達成に向け着
実に事業を推進していく。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・障害者試行雇用事業
　平成１７年度予算要求額　９３０百万円
　平成１６年度予算額　　　　６３０百万円
・障害者就業・生活支援センター事業
　平成１７年度予算要求額　１，０５５百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　６９５百万円

④ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

４－３－Ⅲ　若
年者の雇用を促
進すること

セミナー等参加者数及びイ
ンターンシップ参加者数（大
学等）、キャリア探索プログ
ラム参加者数及びジュニア
インターンシップ参加者数
（高校）、学生職業センター
利用者数、職業ガイダンス
参加者数、高校新卒者就職
率、若年者ジョブサポーター
の延べ相談件数、若年者ト
ライアル雇用事業の開始者
数・常用雇用移行者数　等

　若年者の就職環境について厳しい状況
が続く中、高校生、大学生等ともに、昨年
度を上回る就職率となるとともに、フリー
ター等の若年失業者についてもトライアル
雇用終了者の約８割の常用雇用が実現さ
れる等施策目標をほぼ達成した。
　なお、キャリア探索プログラム参加者
数、新規高卒者内定率、若年者ジョブサ
ポーターの相談件数、若年者トライアル
雇用開始者数については、平成１６年度
における具体的な目標を掲げたところで
あり、目標達成に向け着実に事業を推進
していく。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・キャリア探索プログラム等による職業意識啓発の推進事業
　平成１７年度予算要求額　１，２４０百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　２８５百万円
・若年労働者の職場定着促進事業
　平成１７年度予算要求額　５８０百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　０百万円
・若者の人間力を高める国民運動の推進事業
　平成１７年度予算要求額　３６８百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　０百万円

④ ー

４ー３－Ⅳ　外国
人労働者の就労
環境の整備を図
ること

外国人求職者等に対する
対応状況（通訳配置日数、
相談件数等）、事業主等に
対する周知、啓発、指導状
況（講演会等開催状況、ア
ドバイザーによる相談件数
等）事業主向けパンフレット
配布部数、月間中講演会開
催回数、アドバイザー事業
所訪問数

　外国人労働者や事業主のニーズに応じ
た支援を費用対効果も考慮の上、効率的
に実施していることから、外国人労働者の
就労環境の整備を図るという施策目標達
成に向け進展があった。
　ただし、外国人労働者が増加・多様化す
る中で、外国人求職者等や事業主に対す
る支援のあり方については、今後も検討
していく必要はある。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・外国人労働者雇用対策費
　平成１７年度予算要求額　６３７百万円
　平成１６年度予算額　　　　６２５百万円

③ ー

４－３－Ⅴ　就
職困難者等の雇
用の安定・促進
を図ること

特定求職者雇用開発助成
金支給決定件数・支給決定
金額、ホームレス等試行雇
用の実施件数、日雇技能講
習の受講者数、母子家庭の
母等試行雇用奨励給付金
支給決定件数、不良債権処
理就業支援特別奨励金の
支給決定人数・支給決定金
額、民間再就職支援事業の
支援対象者数、個別求人開
拓推進事業の開拓求人数、
早期再就職者支援金支給
者数及び支給金額

　平成１５年度に実施された各施策につ
いては、おおむね良好に機能しており、施
策目標をほぼ達成した。
　なお、ホームレス等試行雇用事業につ
いては、事業主に対してホームレス等の
雇用についての啓発、トライアル雇用制
度についての周知を行い、ホームレス等
の就業ニーズに合った求人の確保に努め
ることが必要である。
　また、母子家庭の母等トライアル雇用事
業については、周知を徹底するとともに、
受入事業所の積極的な開拓を行うことが
必要である。

【概要】
　評価を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・特定求職者雇用開発助成金
　平成１７年度予算要求額　４９，２６１百万円
　平成１６年度予算額　　　　４９，４０９百万円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

４－４－Ⅰ　雇
用保険制度の安
定的かつ適正な
運営及び求職活
動を容易にする
ための保障等を
図ること

収支バランス（失業等給付
関係の保険料収入額、失業
等給付額、積立金残高、三
事業関係の保険料収入額、
三事業関係の支出額、雇用
安定資金残高等）、適用状
況（適用事業所数、被保険
者数等）、失業等給付の給
付状況（受給者数等、給付
額、再就職手当、教育訓練
給付、雇用継続給付）

　保険料率の見直しにより保険料収入が
増加し、平成１５年度の受給者実人員は
平成１４年度の受給者実人員よりも減少
した。以上より、セーフティネットとしての
財政の安定に資することとなるものと見込
まれる。
　また、失業等給付については、法令、通
達に基づき適正、円滑に給付が行われ
た。
　以上により、施策目標をほぼ達成した。

【概要】
　評価を踏まえ、引き続き雇用のセーフティネットとして財政の安定を
図るよう、制度の着実な運営に努めるとともに、法令等に基づきその
適正な給付に努めることとする。

③ ー

６－１－Ⅰ　制
度的・実質的に
職場において男
女均等取扱いが
徹底されている
こと

都道府県労働局雇用均等
室における是正指導の実施
件数、都道府県労働局雇用
均等室における個別紛争解
決の援助の実施件数、企業
におけるポジティブ・アクショ
ンに取り組む企業割合、ポ
ジティブ・アクション普及促
進セミナー参加者数、未来
館への来館者数

　計画的に事業場を訪問し報告徴収を実
施することにより、各企業の雇用管理制
度とその運用実態を把握するとともに、均
等法上問題がある場合は、適切に助言、
指導等を行い、その是正を図っており、制
度上の男女の均等取扱いの徹底に向け
て進展を見せているところである。また、
ポジティブ・アクションの取組の促進のた
めのセミナーの開催、情報提供等により
企業におけるポジティブ・アクションへの
関心が徐々に進んでおり、目標達成に向
けて一定の進展があったところである。

【概要】
  制度上の男女の均等取扱いの徹底に向けて進展が見られるが、
コース別雇用管理制度に対する企業における認識は未だ十分でない
ため、コース別雇用管理制度の適正な運用のための行政指導を強化
することとした。また、企業におけるポジティブ・アクションへの関心が
徐々に進んでいることを踏まえ、引き続き企業におけるポジティブ・ア
クションの取組を支援することとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・男女雇用機会均等推進対策費
　平成１７年度予算要求額　８１百万円
　平成１６年度予算額　　　　７７百万円
（継続）
・中小企業女性の能力発揮診断事業の推進
　平成１７年度予算要求額　１６４百万円
　平成１６年度予算額　　　　１６７百万円
・女性の能力発揮促進のための調査研究成果の普及
　平成１７年度予算要求額　５０百万円
　平成１６年度予算額　　　　５０百万円

④ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

６－１－Ⅱ
職場におけるセ
クシュアルハラ
スメント防止対
策が徹底されて
いること

都道府県労働局雇用均等
室における是正指導の実施
件数、セクシュアルハラスメ
ント防止実践講習参加者数

　事業主のセクシュアルハラスメント防止
対策への一定の理解、取組は進んできて
おり、男女雇用機会均等法第２１条違反
のあった企業についても、法の不知によ
る違反は減少し、かつ違反に対する是正
指導についてもそのほとんどが是正され
ている。また、報告徴収ヒアリング票を活
用し、的確な実態把握及び必要な助言、
指導等を効率的に行っており、目標達成
に向けて一定の進展があったといえる。

【概要】
　事業主のセクシュアルハラスメント防止対策への一定の理解、取組
が進んできていることを踏まえ、一部事業を縮小し、実効あるセクシュ
アルハラスメント防止対策を徹底していくため、法に基づく指導に重点
を置くこととした。

【反映状況事項例】
（縮小要求）
・企業におけるセクシュアルハラスメント防止の取組に対する援助
　平成１７年度予算要求額　９１百万円
　平成１６年度予算額　　　　９９百万円
（継続）
・職場におけるセクシュアルハラスメントに関する防止対策の推進
　平成１７年度予算要求額　６９百万円
　平成１６年度予算額　　　　６９百万円

② －

６－２－Ⅰ　パー
トタイム労働を
魅力ある就業形
態とすること

短時間雇用管理者の選任
数、パートタイム労働法の
周知のための説明会等開
催件数及び参加者数

　パートタイム労働に関する各種取組み
により、事業所における雇用管理の改
善、改正されたパートタイム指針を含む
パートタイム労働法の社会的な浸透・定
着が見られ、目標達成に向けて進展が
あった。
　しかしながら、なおパートタイム労働者と
正社員の賃金格差等処遇面での問題は
残っているため、均衡処遇の考え方等に
ついて引き続き浸透・定着を図るべく、指
針の周知徹底を図るほか、均衡確保に向
けて取り組む事業所の支援等を実施す
る。

【概要】
　評価結果を踏まえ、パートタイム労働者と正社員との間の均衡確保
に向けて取り組む事業者の支援等を実施するため、本年度（１６年度）
より新たに実施した、「均衡確保に向けた取組推進事業所支援事業」
を拡充し、来年度（１７年度）より、均衡処遇の確保に向けた先駆的な
取組を行おうとする事業主に対し、均衡処遇に向けた相談等を行うコ
ンサルタントの派遣を拡大することとした。

【反映状況事項】
（継続）
・パートタイム労働者の雇用管理改善に関する指導、法の施行状況の
把握
　平成17年度予算要求額　31百万円
　平成16年度予算額　　　　30百万円
（一部拡充要求）
・均衡処遇推進事業
　平成17年度予算要求額　44百万円
　平成16年度予算額　　　　22百万円
（※短時間労働者雇用管理改善等援助事業の内数
　　平成17年度予算要求額　1,653百万円
　　平成16年度予算額　　　  1,739百万円）

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

６－２－Ⅱ　在
宅ワークを魅力
ある就業形態と
すること

在宅ワーカーからの相談件
数、在宅ワーカーのセミ
ナーの受講者数、在宅ワー
カースキルアップシステム
のアクセス件数

　都道府県労働局雇用均等室における説
明会の開催や業界団体等へのパンフレッ
トの配布は、発注者等に対するガイドライ
ンの周知・啓発に一定の役割を果たした。
　また、在宅ワーカー等を対象とする相
談、セミナー、スキルアップシステムといっ
た委託事業として実施している支援事業
は、在宅ワーカーとしての能力開発に一
定の役割を果たした。こうしたことから、目
標達成に向けて進展があった。

【概要】
　在宅ワーカースキルアップシステムが、在宅ワーカーの能力開発に
有効との評価結果を踏まえ、平成１６年度から開発・運用することとし
ている、ｅラーニングによる能力開発システムに続いて、平成１７年度
には、知識・技術の到達度や仕事の適性等を自己確認できるような能
力評価システムの開発を行う等、在宅ワーカーの能力開発についてさ
らに支援策を拡充することとした。

【反映状況事項例】
（新規要求・拡充要求）
・在宅就業者の再就職支援対策事業
　平成１７年度予算要求額　６４百万円
　平成１６年度予算額　　　　５２百万円
（継続）
・在宅就業対策推進費
　平成１７年度予算要求額　４百万円
　平成１６年度予算額　　　　５百万円

④ ―

６－５－Ⅰ　地
域における子育
て支援の充実を
図り、子育て家
庭を支援するこ
と

つどいの広場設置数、子育
て支援基盤整備事業の実
施か所数、子育てバリアフ
リー推進事業の実施か所
数、子育て支援委員会の設
置か所数（予算ベース）、児
童ふれあい交流促進事業
の実施か所数（予算ベー
ス）

つどいの広場事業、子育て基盤整備事業
等については、地域における子育て支援
ニーズを反映し年々実施か所の増を図っ
ているところであり、子どもが健全に育成
される社会を実現するという政策目標に
合致した効果的な事業といえ、また、その
実施に当たっては地域の実情に応じて効
率的に行われているところであることか
ら、目標達成に向けて進展があった。

【概要】
　左記評価結果を踏まえ、拡充・継続して予算要求することとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・つどいの広場事業
　平成１７年度概算要求額　３，１７５百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，５８８百万円
（継続）
・児童ふれあい交流促進事業
　平成１７年度概算要求額　２８７百万円
　平成１６年度予算額　　　　２８０百万円
（実施方法の改善）
　市町村地域子育て支援推進強化事業（子育て支援基盤整備事業
（平成１７年度概算要求においては子育て支援事業導入促進事業）、
子育てバリアフリー推進事業、子育て支援委員会事業は市町村地域
子育て支援推進強化事業のメニュー事業）について、子育て支援に関
するコーディネート業務について、平成１５年度の児童福祉法の改正
により、平成１７年度より市町村における業務が義務化されることを踏
まえ、市町村の本来業務として対応（必要な経費について地方交付税
措置を要望）。
　平成１７年度概算要求額　　　５８６百万円
　平成１６年度予算額　　　　２，２５２百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

６－５－Ⅲ　子
育て家庭の生活
の安定を図るこ
と

児童手当支給件数 　児童手当制度は、児童養育家庭の生活
の安定に寄与するとともに次代の社会を
担う児童の健全育成及び資質の向上に
資するという政策目標に対し有効かつ効
率的な制度であり、児童手当支給件数も
増加していること等から、目標達成に向け
て進展していると考えられる。

【概要】
　左記評価結果を踏まえ、継続して予算要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・児童手当国庫負担金
　平成１７年度概算要求額　３１７，４７８百万円
　平成１６年度予算額　　　　２９３，２１２百万円

③ －

６－６－Ⅰ　児
童虐待の発生件
数を減少させる
こと

児童相談所の虐待に関す
る相談処理件数、立入り調
査実施件数、一時保護件
数、児童家庭支援センター
設置数、児童虐待防止市町
村ネットワーク設置数、心理
療法担当職員を配置する児
童養護施設、情緒障害児短
期治療施設の設置数

児童相談所の体制の充実や密接な連携
によるネットワークの整備、児童養護施設
への心理療法担当職員の配置等の虐待
を受けた児童の受入の体制整備は、児童
虐待防止や虐待を受けた児童の保護に
資する取組であり、一定の成果を示して
おり、児童相談所の立入り調査、一時保
護も増加傾向にあり、児童虐待の予防・
早期発見に成果を上げている。また、児
童虐待の一つの動向を示す児童相談所
の虐待に関する相談処理件数の増加率
も、急激に改善しており、（こうしたことか
ら、目標達成に向けて進展があったもの
と考える。）

【概要】
　左記評価結果を踏まえ、継続して予算要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・児童家庭支援センター運営事業
　平成１７年度予算要求額　３２２百万円
　平成１６年度予算額　２８３百万円
・育児健康支援事業
　平成１７年度予算要求額　５００百万円
　平成１６年度予算額　５００百万円
・心理療法担当職員を配置
　平成１７年度予算要求額　５０３百万円
　平成１６年度予算額　５０３百万円

③ -

６－６－Ⅱ　配
偶者からの暴力
の被害者の適切
な保護・支援を
図ること

婦人相談所等の職員の専
門職員研修の実施状況、婦
人相談所の配偶者による暴
力に関する相談処理件数、
一時保護件数、関係機関相
互の連携・調整のための
ネットワークの整備状況、心
理療法担当職員を配置する
母子生活支援施設数、ＤＶ
センターとしての機能を果た
す婦人相談所数

　婦人相談所等における夫等の暴力の相
談件数及び一時保護件数は増加している
ものの、婦人相談所等の職員への専門研
修の実施や福祉事務所などの関係機関
が相互に連携、調整を行うためのネット
ワークの整備の進展などにより、ＤＶ被害
者の適切な保護及び自立に向けた支援
の充実が図られており、目標に向け進展
があった。

【概要】
　左記評価結果を踏まえ、継続して予算要求することとした。
　
【反映状況事項例】
（継続）
・婦人保護費（DV防止対策経費）
　平成１７年度予算要求額　1,498百万円
　平成１６年度予算額　　　　1,497百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

６－８－Ⅰ　母
子家庭の生活の
安定を図ること

児童扶養手当支給件数 　児童扶養手当受給者は、母子家庭の増
加に伴い増えているが、平成１５年度から
母子家庭等の自立に向け、生活支援、就
業支援、養育費の確保、経済的支援など
総合的な取組を推進しており、児童扶養
手当は、母子家庭等の自立に向けた経
済的支援の一つとして大きな役割を果た
しており、目標に向けて進展があった。

【概要】
　左記評価結果を踏まえ、継続して予算要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・児童扶養手当給付諸費
　平成１７年度予算要求額　319,741百万円
　平成１６年度予算額　　　　301,882百万円

③ －

６－８－Ⅱ　母
子家庭等の自立
のための就業支
援を図ること

母子家庭等就業・自立支援
センターの講習会受講者数

　母子家庭等就業・自立支援センターに
おいて、個々の家庭の事情に応じた一貫
した就業サービスを提供し、一定の就業
実績を上げていることから、目標達成に
向けて進展があった。

【概要】
  左記評価結果を踏まえ、継続して予算要求することとした。

【反映状況事項例】
（継続）
・母子家庭等就業・自立支援センター事業
　平成１７年度予算要求額　832百万円
　平成１６年度予算額　　　　832百万円
・母子家庭高等技能訓練促進費
　平成１７年度予算要求額　105百万円
　平成１６年度予算額　　　　105百万円
・常用雇用転換奨励金
　平成１７年度予算要求額　　73百万円
　平成１６年度予算額　　　　　73百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

７－１－Ⅰ 生活
困窮者に対し必
要な保護を行う
こと

被保護者数、給付額、不正
受給件数

　厳しい社会経済情勢のため生活困窮者
が増加している中、生活困窮者に対して
必要な保護が行われており、また、資産
調査、収入調査等の徹底により不正受給
件数が相当数顕在化しており、目標の達
成に向けて進展があった。

【概要】
　生活保護制度は、生活に困窮する者に対し、最低限度の生活を保
障することを目的としているが、経済・雇用情勢の低迷、高齢化の進
展などの影響を受け、被保護者数は依然として増加傾向にある。
　このような中、被保護者の自立・就労支援を一層推進するため、各
地方自治体がその実情に応じた自立支援プログラムを策定し、これに
基づいて組織的な取組を進めることが必要であることから、「自立支援
プログラム（仮称）の策定・実施の推進」に対して新規に補助することと
した。
　また、都道府県知事及び市町村長が行う生活保護法施行事務に対
する厚生労働省の監査体制を強化するため、監査業務の一部を地方
厚生局に移管することとした。

【反映状況事項例】
（新規要求）
・自立支援プログラム（仮称）の策定・実施の推進  4,000百万円
（※生活保護費補助金の内数
　　平成１７年度予算要求額　12,256百万円
　　平成１６年度予算額　　　　　8,179百万円）

④ ー

７－１－Ⅱ　災
害に際し応急的
に必要な救助を
行うこと

被害発生から避難所設置ま
での時間

　平成１５年度において災害救助法が適
用された災害については、都道府県と密
に連絡を取り合い、助言を行うことによっ
て適用の判断を早めるとともに、避難所も
適切に設置・運営が行われており、適切
な応急救助が実施され、ほぼ目標を達成
した。

　今後も応急救助を適切に実施するため、必要な予算の確保に努め
ることとした。

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

７－２－Ⅰ　ボラ
ンティア活動等
住民参加による
地域福祉活動を
促進し、地域福
祉を推進するこ
と

ボランティアセンターにおい
て把握しているボランティア
数

　地域福祉の推進のためには、住民自身
による福祉活動への参加が重要である。
当該施策目標のために行っている事業
は、住民が地域福祉活動に参加するため
の基盤整備を行うものであり、これにより
ボランティア数が増加しており、また、多く
のボランティアが参加するNPO、住民参
加型サービス団体等も増加しており、地
域福祉の推進に寄与している。

【概要】
　地域福祉推進のためには、住民の自主的、自発的な福祉活動への
参加が重要であり、なかでもボランティア活動は重要な役割を担って
いることから、今後も現行施策を引き続き実施し、ボランティア活動の
振興を図っていく必要がある。

【反映状況事項例】
（継続）
・ボランティア振興事業
　平成１７年度予算要求額　３，３９４百万円の内数
　平成１６年度予算額　　　　３，３９４百万円の内数
・ボランティア養成等事業
　平成１７年度予算要求額　３，３９４百万円の内数
　平成１６年度予算額　　　　３，３９４百万円の内数
・全国ボランティア活動振興センター運営事業
　平成１７年度予算要求額　３０百万円
　平成１６年度予算額　　　　３０百万円

③ －

７－２－Ⅱ　ホー
ムレスの自立を
促進すること

ホームレス自立支援セン
ター及びシェルターにおける
収容可能人員（定員）

　ホームレス自立支援センター等の整備
は進んでおり、ホームレスの自立の支援
に向けて事業が着実に展開されているこ
とから、目標の達成に向けて進展があっ
た。しかし、ホームレスの数については、
全国調査により約2万5千人が確認された
ところであり、自立支援のための施策を更
に推進する必要がある。

【概要】
　ホームレスの自立支援のための施策を更に推進するため、ホームレ
ス自立支援センター等の充実を図ることとした。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・ホームレス自立支援事業
　平成１７年度予算要求額　１，３４８百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　　１，１８５百万円
・ホームレス総合相談推進事業
　平成１７年度予算要求額　３３８百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　　３１７百万円
（継続）
・ホームレス緊急一時宿泊事業
　平成１７年度予算要求額　４４４百万円
　平成１６年度予算額　　　　４４４百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

７－３－Ⅰ　社
会福祉事業に従
事する人材の養
成確保を推進す
ることにより、よ
り質の高い福祉
サービスの提供
がなされる基盤
を整備すること

社会福祉士登録者数、介護
福祉士登録者数、社会福祉
施設に従事する介護職員に
占める介護福祉士の割合、
福利厚生センター加入者数

　介護保険制度及び支援費制度の施行
等に伴い、従前にも増して良質な福祉
サービスを提供できる質の高い福祉人材
の育成・確保が求められているため、新
規養成施設の指定や修学資金補助制度
等を行うとともに、介護教員養成講習会
の受講の必修化、福利厚生センターの加
入促進等の取組が行われ、その結果、社
会福祉士及び介護福祉士の登録者数、
福利厚生センターの加入者数は着実に伸
びており、目標の達成に向けて進展が
あった。

【概要】
　質の高い福祉人材の育成・確保が求められていることから、養成施
設の新たな指定や修学資金補助制度等を行い福祉人材の確保を推
進する。また、福利厚生センターについては健康支援事業等を推進す
るなど、引き続き社会福祉事業従事者に対する福利厚生の充実を図
り、加入者促進のための取組を実施する。

【反映状況事項例】
（継続）
・福祉人材確保推進事業
　平成１７年度予算要求額　４１８百万円
　平成１６年度予算額　　　　４１８百万円
・中央福祉人材センター運営事業
　平成１７年度予算要求額　６１百万円
　平成１６年度予算額　　　　６１百万円
・福利厚生センター運営事業
　平成１７年度予算要求額　１６４百万円
　平成１６年度予算額　　　　１６４百万円

③ －

７－３－Ⅱ　利
用者の選択を可
能にするための
情報提供や判断
能力が不十分な
者に対する援助
を行うことによ
り、福祉サービ
スの利用者の保
護を図ること

苦情受付件数に占める解
決件数の割合、第三者評価
の受審件数（第三者評価の
定着後に評価を実施）

　苦情解決事業については、運営適正化
委員会における苦情受付件数が増加して
いること及び苦情受付件数に占める解決
件数の割合が90.6%と高い水準を確保して
いるなど、利用者保護の一環として適切
な運営が行われている。第三者評価事業
については、「福祉サービス第三者評価
事業に関する指針について（通知）」の発
出、第三者評価機関育成支援事業等によ
り、更に普及・定着していくことが期待され
る。福祉サービスの利用者の保護につい
ては、今後の課題はあるものの、一定の
効果はあったと考えられ、目標の達成に
向けて進展があった。

【概要】
　苦情解決事業については、より効果的で適切な苦情解決の促進を
図るため、第三者委員を対象とした専門研修会や、運営適正化委員
会事務局員を対象とした全国会議を引き続き実施する。第三者評価
事業については、評価事業普及協議会や評価調査者養成研修の実
施や、都道府県における評価体制の整備を支援することにより、事業
の更なる普及・定着を推進する。

【反映状況事項例】
（継続）
・運営適正化委員会における苦情解決事業
　平成１７年度予算要求額　３０４百万円
　平成１６年度予算額　３０４百万円
・福祉サービスの第三者評価事業
　平成１７年度予算要求額　４６百万円
　平成１６年度予算額　５４百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

７－４－Ⅰ　戦
傷病者、戦没者
遺族等に対し
て、援護年金の
支給、療養の給
付等の援護を行
うこと

援護年金の額、援護年金受
給者数、戦傷病者手帳の交
付人数、特別弔慰金及び各
種特別給付金の請求期間
満了から1年以内に裁定し
た割合、昭和館の年間入場
者数

　戦傷病者、戦没者遺族への援護施策
は、戦傷病者戦没者遺族等援護法等に
基づいて適切かつ効率的に実施されてお
り、目標の達成に向けて進展があった。

【概要】
　現行の施策は、目標達成に有効なものであり、これら施策を引き続
き実施していくこととする。

【反映状況事項例】
（継続）
・遺族等年金事業
　平成１７年度予算要求額　５２，７５０百万円
　平成１６年度予算額　　　　５６，２９７百万円
・戦傷病者特別援護事業
　平成１７年度予算要求額　１，２４６百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，３９５百万円
・昭和舘運営事業
　平成１７年度予算要求額　５７７百万円
　平成１６年度予算額　　　　５７４百万円

③ ―

７－４－Ⅱ　戦
没者の遺骨の収
集等を行うこと
により、戦没者
遺族を慰藉する
こと

収集した遺骨数、慰霊巡拝
の実施（地域）数、慰霊友好
親善事業の実施（地域）数、
小規模慰霊碑建立数

　戦没者の遺骨収集の迅速かつ適切な
実施や、慰霊巡拝、慰霊碑の建立等の着
実な実施により、戦没者遺族の慰藉の達
成に向けて進展があった。

【概要】
　現行の施策は、目標達成に有効なものであり、これら施策を引き続
き実施していくこととする。

【反映状況事項例】
（継続）
・遺骨収集事業
　平成１７年度予算要求額　２１１百万円
　平成１６年度予算額　　　　２３０百万円
・慰霊巡拝等の事業
　平成１７年度予算要求額　１３７百万円
　平成１６年度予算額　　　　１２５百万円
・慰霊碑関係事業
　平成１７年度予算要求額　１１２百万円
　平成１６年度予算額　　　　１５５百万円

③ ―



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

７－４－Ⅲ　中
国残留邦人等の
円滑な帰国を促
進するとともに、
永住帰国者の自
立を支援するこ
と

中国残留邦人等帰国者数、
自立指導員派遣回数

　中国残留邦人等に対する帰国援護、受
入れ、定着・自立援護の適切な実施によ
り、中国残留邦人等の円滑な帰国の促
進、永住帰国者の自立支援の達成に向
けて進展があった。

【概要】
　現行の施策は、目標達成に有効なものであり、これら施策を引き続
き実施していくこととする。

【反映状況事項例】
（継続）
・定着自立援護事業
　平成１７年度予算要求額　１，２７７百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，３３１百万円
・帰国援護事業
　平成１７年度予算要求額　２１８百万円
　平成１６年度予算額　　　　２２２百万円
・肉親等調査事業
　平成１７年度予算要求額　７９百万円
　平成１６年度予算額　　　　９２百万円

③ ―

７－４－Ⅳ　旧
陸海軍に関する
人事資料を適切
に整備保管する
こと

平成18年度末までにロシア
政府の保有する抑留者名
簿を受け取り、データベース
化する。平成22年度末まで
に重要又は使用頻度の高
い人事記録をデータベース
化する。恩給請求書につい
て、３ヶ月以内に進達した割
合。

　旧陸海軍に関する人事資料を適切に整
備保管し、また、恩給の進達業務を迅速
かつ適切に行っており、旧陸海軍に関す
る人事資料の適切な整備保管の達成に
向けて進展があった。

【概要】
　現行の施策は、目標達成に有効なものであり、これら施策を引き続
き実施していくこととする。

【反映状況事項例】
（継続）
・人事関係資料整備事業
　平成１７年度予算要求額　１２９百万円
　平成１６年度予算額　　　　１２５百万円
・ソ連抑留関係者資料整備事業
　平成１７年度予算要求額　３５百万円
　平成１６年度予算額　　　　４２百万円
・旧軍関係諸規則の整備事業
　平成１７年度予算要求額　１５百万円
　平成１６年度予算額　　　　１５百万円

③ ―



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

８－１－Ⅰ　障
害者の住まいや
活動の場を整備
すること

グループホームの整備量、
福祉ホームの整備量、授産
施設の整備量

　施策目標を達成すべく、効果的・効率的
に事業を実施している。ノーマライゼー
ションの理念の下、在宅サービスの整備
を図ることが重要となっており、グループ
ホーム、福祉ホーム、授産施設について、
今後とも地域における計画的な整備を進
めていくことが必要である。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、引き続き、地方公共団体の整備計画に基
づき必要な整備の推進を図ることとする。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・知的障害者地域生活援助事業
　平成１７年度予算要求額　１２，９３３百万円
　平成１６年度予算額　　　　　８，６１２百万円
・身体障害者福祉ホーム
　平成１７年度予算要求額　１３４百万円
　平成１６年度予算額　　  　１０８百万円
・精神障害者地域生活援助事業
　平成１７年度予算要求額　２，８０８百万円
　平成１６年度予算額　　　　１，９６９百万円
・精神障害者福祉ホーム
　平成１７年度予算要求額　１，１１１百万円
　平成１６年度予算額　　　　　　９９３百万円
・身体障害者通所授産施設
　平成１７年度予算要求額　６，６０６百万円
　平成１６年度予算額　　　　６，１２６百万円
・知的障害者通所授産施設
　平成１７年度予算要求額　４３，６５１百万円
　平成１６年度予算額　　　　３８，５４２百万円
・精神障害者通所授産施設
　平成１７年度予算要求額　４，９３６百万円
　平成１６年度予算額　　　　４，５５６百万円

④ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

８－２－Ⅱ　施
設・在宅両面に
わたる介護等の
サービスが適切
に提供される体
制を整備するこ
と

ホームヘルパーの確保人
数、デイサービスセンターの
設置箇所数、ショートステイ
の整備量（人分）

　ホームヘルパーの確保並びにデイサー
ビス及びショートステイの整備は効率的・
効果的に実施されており、施策目標であ
る在宅介護等のサービスが適切に提供さ
れる体制の整備は概ね達成していると考
えられる。なお、ノーマライゼーションの理
念の下、在宅サービスの整備の推進が重
要であり、できる限り在宅サービスの整備
を行うこととしている。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、引き続き、地方公共団体の整備計画に基
づき必要な整備の推進を図ることとする。

【反映状況事項例】
（拡充要求）
・訪問介護（ホームヘルプサービス）事業［身体、知的、精神］
　平成１７年度予算要求額　４９，５６２百万円
　平成１６年度予算額　　  　３５，６６３百万円
・短期入所（ショートステイ）事業［身体、知的、精神］
　平成１７年度予算要求額　８，７３９百万円
　平成１６年度予算額　　　　５，０４３百万円
・身体障害者日帰り介護（デイサービス）事業
　平成１７年度予算要求額　９，２５８百万円
　平成１６年度予算額　　　　７，５５６百万円
・在宅知的障害者日帰り介護（デイサービス）事業
　平成１７年度予算要求額　５，６２７百万円
　平成１６年度予算額　　　　２，３５９百万円
・障害児通園（デイサービス）事業（支援費）
　平成１７年度予算要求額　４，２９７百万円
　平成１６年度予算額　　　　３，０３４百万円

④ －

８－３－Ⅰ　障
害者が必要とす
る情報や福祉用
具等を十分に入
手できる体制を
整備すること

　障害者に対する情報提供については、
様々な媒体を活用し、障害者の情報入手
の機会やコミュニケーション手段の拡大を
図っているほか、手話通訳士試験の実
施、手話通訳者の養成により、手話通訳
等の普及が効果的・効率的に行われてお
り、今後も施策目標の達成に向けてより
一層の推進を図っていく。福祉用具につ
いては、「障害者の自立促進、介護者の
負担軽減に資する福祉用具開発」を効率
的・効果的に実施しているところであり、
施策目標を達成している。

字幕や手話入りビデオテー
プの製作数、点字図書等の
発行数、貸出数、障害者情
報ネットワーク（ノーマネッ
ト）のアクセス数、手話通訳
士の合格者数、手話通訳者
等の養成研修者数、国立身
体障害者リハビリテーション
センターにおける研究件
数、財団法人テクノエイド協
会を通じた研究開発助成件
数

③ －【概要】
　今後も、障害者のニーズを的確に捉えながら、当該事業を推進して
いく。

【反映状況事項例】
（継続）
・ビデオカセットライブラリー等製作貸出事業
　平成１７年度予算要求額　２６百万円
　平成１６年度予算額　　　　２６百万円
・点字図書製作貸出事業
　平成１７年度予算要求額　７０百万円
　平成１６年度予算額　　　　７０百万円
・声の図書事業
　平成１７年度予算要求額　２４百万円
　平成１６年度予算額　　　　２４百万円
・障害者情報ネットワーク運営事業
　平成１７年度予算要求額　４４百万円
　平成１６年度予算額　　　　４４百万円
・手話通訳者養成・研修事業（障害者自立支援・社会参加総合推進事
業のメニュー事業の一つ）



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

９－１－Ⅰ　公
的年金制度の安
定的かつ適正な
運営を図ること

モデル年金額（月額）、積立
度合（厚生年金）（国民年
金）、最終保険料率（厚生年
金）、最終保険料（国民年
金）、年度末における各資
産の構成割合と移行ポート
フォリオの乖離幅

　年金積立金の運用は、国内債券を中心
としつつ、株式を一定程度組み入れた分
散投資の考え方に基づき行っている。平
成１５年度末の年金資金運用基金分の資
産構成割合は、すべての資産クラスが移
行ポートフォリオの乖離許容幅の範囲に
収まっており、適切に管理が行われたと
判断できるため、目標を達成したと考えら
れる。

【概要】
　すべての資産クラス（国内債券、国内株式等）が移行ポートフォリオ
の乖離許容幅の範囲に収まるよう、引き続き、適切に管理することとし
た。

【予算以外への反映】
　移行ポートフォリオで定める資産構成割合よりも低い資産構成割合
となっている資産には資金を多く配分し、一方、移行ポートフォリオで
定める資産構成割合よりも高い資産構成割合となっている資産には
資金を配分せず、又は少なく配分することにより、引き続き、適切に管
理することとした。

③ －

８－３－Ⅲ　障
害者のスポー
ツ、芸術・文化
活動を支援する
こと

　スポーツ大会開催事業、スポーツ指導
員養成事業、芸術・文化講座開催事業な
ど、それぞれの事業の目的に基づく内容
を効果的、効率的に実施しており、施策
目標の達成に向けて進展があった。

　平成１７年度予算要求額　５，０００百万円
　平成１６年度予算額　　　　４，８００百万円
・奉仕員養成・研修事業（障害者自立支援・社会参加総合推進事業の
メニュー）
　平成１７年度予算要求額　５，０００百万円
　平成１６年度予算額　　　　４，８００百万円
・福祉機器開発普及等事業
　平成１７年度予算要求額　１６百万円
　平成１６年度予算額　　　　１６百万円

全国規模の障害者スポーツ
大会開催数、ブロック単位
の障害者スポーツ大会開催
数、障害者スポーツ指導者
養成数、芸術・文化講座開
催等事業の実施都道府県
数（「障害者の明るいくらし」
促進事業・障害者社会参加
総合推進事業等の実施自
治体数）

【概要】
　今後も、障害者のニーズを的確に捉えながら、当該事業を推進して
いく。

【反映状況事項例】
（継続）
・スポーツ・レクリエーション教室開催等事業（障害者自立支援・社会
参加総合推進事業のメニュー事業の一つ）
　平成１７年度予算要求額　５，０００百万円
　平成１６年度予算額　　　　４，８００百万円
・スポーツ指導員養成事業（障害者自立支援・社会参加総合推進事業
のメニュー事業の一つ）
　平成１７年度予算要求額　５，０００百万円
　平成１６年度予算額　　　　４，８００百万円
・芸術・文化講座開催等事業（障害者自立支援・社会参加総合推進事
業のメニュー事業の一つ）
　平成１７年度予算要求額　５，０００百万円
　平成１６年度予算額　　　　４，８００百万円

③ －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

９－１ーⅡ　公的
年金制度の上乗
せの年金制度
（企業年金等）
の適正な運営を
図ること

厚生年金基金の設立数、厚
生年金基金の加入員数、国
民年金基金の設立数、国民
年金基金の加入員数、確定
給付企業年金の実施件数、
確定拠出年金（企業型）の
実施件数、確定拠出年金
（個人型）の加入者数

　平成１４年度までに、公的年金に上乗せ
される年金制度の選択肢が揃ったこと、
また先の通常国会において、これらにつ
いて事業主や加入者の利便性を高める
制度改正が行われたことを受けて、今後
は、厚生年金基金及び国民年金基金に
加え、確定給付企業年金及び確定拠出
年金の導入が進んでいくものと考えられ
る。

【概要】
　厚生年金基金の免除保険料率の凍結解除、解散時の特例措置を定
めるとともに、企業年金制度のポータビリティ（通算措置）の確保を講じ
ることとした。

【予算以外への反映】
　厚生年金基金制度について、免除保険料率の凍結解除等により持
続可能な展望を示すとともに、一方で解散を希望する財政状況の厳し
い基金について、解散時の特例措置を設けた。
　確定給付企業年金制度等の給付建ての制度についても、より雇用
の流動化に対応できるよう、ポータビリティ（通算措置）の確保を図っ
た。
　公的年金の改革に合わせて、確定拠出年金の拠出限度額の引上げ
等、制度の改善を図った。

③ ー

９－３－Ⅰ　高
齢者の介護予
防、健康づく
り・生きがいづ
くり及び社会参
加の支援を推進
すること

介護予防事業の実施市町
村数（各メニューご
と）、個別健康教育（４
種類）の実施延べ人員
数、実施市町村数（種類
ごと）、基本健康診査の
受診率、高齢者の生きが
いと健康づくり推進事業
の実施市町村数、老人ク
ラブ活動等事業の老人ク
ラブ数、加入者数

　個別健康教育や基本健康診査等の老
人保健事業の着実な推進により、日々
の運動や栄養と深く関係している心臓
病、脳卒中などの疾病の予防と早期発
見、早期治療、定期的な健康診査の受
診と日常生活の見直し・改善につな
がっており、住民がＱＯＬ（生活の
質）を高め生涯充実した安心できる生
活を送ることを可能としていることか
ら、目標の達成に向けて進展があっ
た。

【概要】
　現在行われている施策により目標の達成に向けて着実に進展し
ているが、老人保健事業第４次計画が平成１６年度で終了するた
め、平成１６年７月から「老人保健事業の見直しに関する検討
会」を開催し、次年度以降の老人保健事業の在り方について総合
的に検討を行っているところ。

【反映状況事項例】
（継続）
・介護予防・地域支え合い事業
　平成17年度予算要求額　40,000百万円
　平成16年度予算額　　　　40,000百万円
　（メニュー事業として計上
　　・介護予防事業
　　・高齢者の生きがいと健康づくり推進事業
 　 ・老人クラブ活動等事業）
・老人保健事業
　平成17年度予算要求額　29,281百万円
　平成16年度予算額　　　　29,285百万円

③ ー



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１０－１－Ⅰ　国
際労働機関が行
う技術協力に対
し積極的に協力
すること

プロジェクトの対象人数、プ
ロジェクト参画者からの事業
評価、参加者数、参加者等
からの事業評価、APSDEP
活動数（セミナー、会議等の
件数）、支援事業の実施経
費、支援事業の参加者数、
支援事業の参加国数、支援
事業の参加者満足度

　ILOやAPSDEPを通じ、国際機関の豊富
なネットワークと専門知識、ノウハウをい
かすとともに、加盟国同士が相互に協力
し合う仕組みを採ることにより、二国間協
力ではカバーできない国々を含め、アジア
太平洋地域の雇用・労働分野における諸
問題の解決に、幅広くかつ効率的に貢献
している。個々の活動の進め方について
はなお改善の余地があるものの、ILOは
改善に向けて積極的に取り組んでおり、
セミナーの受講者が増加した事業も認め
られ、全体として、各国政府及び労使団
体より高い評価を得ていることから、国際
機関の活動に協力するという施策目標の
達成に貢献している。

【概要】
　未だ社会基盤が脆弱であり、自立的で持続可能な開発を行えずにい
る開発途上国が多いことから、雇用・労働分野において地域経済の活
性化に資する事業を優先し、またはそのための重点分野の絞り込み
等も行いつつ、引き続き雇用・労働分野における支援を行っていくため
の経費を予算要求（平成１７年度予算要求額：216百万円）。

【反映状況事項例】
（実施方法の改善）
　アジア地域雇用開発調査研究事業について、ILOが有する高度な専
門知識及び枠組をより有効に活用し、二国間では対応が困難な問題
への取組みを図るため、対象国をタイ及び周辺国とし、タイを中心とし
た諸国の労働力移動管理制度及び雇用創出について調査研究するこ
ととした。

② －

１０－２－Ⅰ　福
祉医療、労働分
野における人材
育成のための技
術協力を推進す
ること

東南アジア諸国等福祉医療
協力事業における研修生受
入人数等、当該参加者から
の事業評価、開発途上国労
働問題労使協力事業セミ
ナー参加者数、当該参加者
からの事業評価、外国人留
学生受入事業における外国
人留学生の受入人数、帰国
留学生の就職状況　等

　研修生の受入、各種セミナー等の開催
の他、技術移転による途上国の専門家の
質的量的向上に貢献し、アジア・太平洋
地域開発途上国における人材開発・育成
に対し、各国からの高い評価を得ていると
ころであることから、施策目標の達成に向
け進展していると考えられる。

【概要】
　アジア地域において、未だ自立的に持続可能な開発ができずにいる
国々に対する研修事業等について、実施方法の改善を行いつつ、引
き続き途上国における中央政府の機能強化や人材育成をなお一層支
援していくための経費を予算要求（平成１７年度予算要求額：1,346百
万円）。

【反映状況事項例】
（実施方法の改善）
　ASEAN労使関係プロジェクト支援事業について、セミナーの対象であ
るＡＳＥＡＮ加盟国各国における労働法制、労使関係等の現状に応じ
たよりきめ細かい対応を図るため、地域全体を対象とする地域セミ
ナーから、労使関係等の成熟度によって分けた２つの小地域をそれぞ
れ対象とする準地域セミナーの実施に変更を行った。

② －



評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況（具体的記述) 反映状況
機構・定員要
求への反映

評価結果の政策への反映状況

施策目標 評価指標 評価の概要

１２－１　国民の
利便性・サービ
スの向上を図る
こと

申請・届出等手続等のオン
ライン化実施手続数、申請・
届出等手続等のオンライン
申請利用件数

　インターネットを介して、厚生労働省の
実質的にすべての申請・届出等続及び
1,342件の申請・届出等以外の手続につ
いて、24時間365日利用可能にするなど、
利用者の申請・届出等手続等に関する手
続の利便性・サービスの向上を図ること
ができた。これらの施策により、国民の利
便性・サービスの向上を目標とする厚生
労働省電子政府構築計画等を着実に進
めることができ、目標達成に向けて進展
があった。

【概要】
　「e-Japan重点計画－2004」（平成16年6月15日ＩＴ戦略本部決定）及
び「電子政府構築計画」（平成16年6月14日各府省情報化統括責任者
（ＣＩＯ）連絡会議決定）等に基づき、電子政府構築計画を着実に推進
することにより、利用者本位の行政サービスの提供、予算効率の高い
簡素な政府の実現を目指すこととしている。平成17年度においても引
き続き着実な推進を図ることとする。

【反映状況事項例】
（継続）
・電子政府の実現（電子政府のための基盤整備費）
　平成１７年度予算要求額　４０３百万円（一般：１０２百万円　特別：３
０１百万円）
　平成１６年度予算額　　　　４０９百万円（一般：１０１百万円　特別：３
０８百万円）
・電子政府の実現（厚生労働行政総合情報システム整備費）
　平成１７年度予算要求額　８４９百万円（一般会計）
　平成１６年度予算額　　　　８９７百万円（一般会計）
・電子政府の実現（厚生労働省共用データベースシステム関係経費）
　平成１７年度予算要求額　１６６百万円（一般：１１５百万円　特別：５
１百万円）
　平成１６年度予算額　　　　２２４百万円（一般：１７３百万円　特別：５
１百万円）
（実施方法の改善）
利用者本位の行政サービスの提供、予算効率の高い簡素な政府を実

③ －

【反映状況】

　政策評価の結果の平成１７年度概算要求等への反映状況を以下のとおり分類した。（平成１７年度予算要求額は、概算要求額。）

①施策目標の終了・廃止を検討

②施策目標内の一部の政策の見直し【廃止、縮小、実施方法の改善】を検討した上で、引き続き実施

③引き続き実施

④施策目標内の一部の政策の見直し【新規予算要求、拡充予算要求】を検討した上で、引き続き実施

【機構・定員要求への反映】

　政策評価の結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には○を、そうでない場合には「－」を付した。



【事前評価】

評価結果の平成１７年度予算要求等への反映状況 予算への反映
機構・定員要求へ

の反映
１　災害派遣医療
チーム（DMAT）研
修事業

研修参加チームの
数

　本事業は、緊急事態発生時に迅速に災害派
遣医療チームを出動させる体制の整備の確保
及び救護活動の充実のための研修体制を整
備するものであり、（独）国立病院機構災害医
療センターを中心とした緊急事態発生時の医
療の内容や統一的な連絡経路、通信手段、派
遣医師等に対する指揮命令系統の確立及び
研修を通じたその普及により、医療従事者の
質の向上と緊急事態発生時における統一的で
迅速性が確保された活動に資することとなる。
また、緊急事態発生時における救護班の迅速
かつ統一的な医療活動の実施が可能となり、
国民の救命率の向上につながる。

【概要】
　評価結果を踏まえ、緊急事態発生時に迅速に災害派遣医療
チームを出動させる体制の整備を確保し、これまで以上に充実
した救護活動ができるよう研修体制を整備するために、予算要
求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１２６百万円）

○ －

２　電子診療情報
連携推進事業

電子カルテの普及
率

　本事業は、地域の中心的役割を果たしてい
る医療機関にWeb型電子カルテシステムを導
入し、インターネットを介して周辺の連携医療
機関がその電子カルテソフトを活用することを
可能とし、医療機関間の連携を希望する医療
機関が短期間かつ低廉な費用で電子カルテシ
ステムを導入することを可能とするものであ
る。これにより、電子カルテシステムの普及促
進ひいては医療分野のIT化を推進することが
可能となる。

【概要】
　評価結果を踏まえ、医療分野のＩＴ化を推進するために、予算
要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：４２２百万円）

○ －

３　献血手帳電子
化事業

献血でＨＩＶ陽性が
判明した率、磁気
カードへの切替率

　本事業は、献血手帳の磁気カード化に当たっ
て、日本赤十字社に対し、必要な関連機器類
の整備、構築するための補助を実施するもの
である。当該磁気カード化により、本人確認の
厳格化及び検査目的献血の防止が図られ、ま
た、献血時の手続の簡素化及び献血履歴や
血液検査記録の履歴管理等、献血者サービス
の充実及び献血者の利便性を向上させること
によるより多くの健康な献血者の確保が可能と
なる。

【概要】
　政策評価の結果を踏まえ、血液製剤のより一層の安全性向上
を図り、健康な献血者の確保を目的とした取組を図っていくため
に、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：２０３百万円）

○ －

政策評価の結果の政策への反映状況
事業名 評価指標 評価の概要



４　業種・職種間ミ
スマッチ対策

適職選択支援員支
援件数

　本事業は、希望する求人の範囲が極端に狭
い、又は範囲が特定できない等の理由により
有効適切な求職活動ができずにいる求職者に
対し、効果的な求職活動のノウハウや留意事
項の提供、求人が多く就職可能性の高い業種
や職種への求職活動の方針転換の促進等の
ため、セミナーの開催等の集団指導や適職選
択支援員による個別具体的な助言・相談を行
うものである。本事業は、求人と求職のミスマッ
チ解消を図り当該業種・職種での就職を促進
するために必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１，５５４百万円）

○ －

５　早期再就職促
進のための個別支
援の拡充

就職実現プラン作
成数

　本事業は、公共職業安定所において、予約
相談による希望条件等の把握、職務経歴の棚
卸、自己分析、労働市場分析、応募方法等に
関する学習等を含む就職実現プランを策定し、
これに基づく就職支援を行う早期再就職支援
事業は、、非自発的理由により離職した３５歳
から５９歳の雇用保険受給者又は自営廃業者
のうち、就職意欲が高く特に早期就職の必要
性が高い者を対象に１６年度から開始してい
る。１７年度からは、新たに３５歳未満の雇用
保険受給者を対象に追加して実施するもので
あり、本事業の実施により、早期再就職の実
現が可能になるものであり、現下の厳しい雇用
失業情勢を改善するために必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１，６６３百万円（新規拡充部分））

○ －

６　雇用関連事業
ワンストップサービ
スの実施

公共職業安定所窓
口における情報提
供件数、ハロー
ワークインターネッ
トサービスへのア
クセス件数

　本事業は、公共職業安定所における、地方
公共団体等の雇用関連事業の利用者（求職者
及び求人者双方）に対する総合的な情報提供
等の実施、インターネットによる雇用関連情報
提供など、利用者の立場に立った雇用関連事
業ワンストップサービスを行うこととしている。
本事業の実施により、より一層、利用者の利便
性の向上を図られるものであり、効率的な就職
支援を実施するために必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：５０６百万円）

○ －

７　地域職業相談
室の体制整備につ
いて

就職件数、相談件
数

　本事業は、公共職業安定所と市区町村が共
同で運営する地域職業相談室を設置し、市区
町村独自の相談・情報提供業務と連携した職
業相談・職業紹介を行うものである。本事業の
実施により、求職者の利便性向上や効率的な
就職活動につながり、再就職を促進するため
に必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：７３１百万円）

○ －



８　地域雇用創造
バックアップ事業
(仮称)

バックアップ事業を
利用した地域の
パッケージ事業の
提案件数、都道府
県労働局のアドバ
イザーへの相談件
数等

　本事業は、地域における雇用創造のための
構想を策定しようとする市町村等に対し、地域
雇用創造支援人材データベース(仮称)に掲載
された専門家等のあっ旋、都道府県労働局の
アドバイザーによる助言、参考となる成功事例
の紹介、地域雇用創造促進会議（仮称）の開
催等により、企画・構想段階から支援するもの
である。地域雇用の創造に取り組む意欲はあ
るものの、ノウハウや人材等の不足により地域
雇用の創造に結びつけることができずにいる
市町村等があることから、地域の雇用創造に
向けた構想やビジョンの具体化を図り、地域雇
用の創造を実現するため必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：５０３百万円）

○ ○

９　地域提案型雇
用創造促進事業
（パッケージ事業）
（仮称）

事業利用企業等に
おける雇入数、事
業利用求職者等の
就職件数、事業利
用企業等の数、事
業利用求職者等の
数

　本事業は、雇用機会が少ない等の地域にお
いて､雇用創造に自発的に取り組む市町村等
が提案した、雇用機会の創出、能力開発、情
報提供・相談等の事業の中から、コンテスト方
式により雇用創造効果が高いものを選抜し、
当該市町村等に対しその事業の実施を委託す
るものである。地域の特性と実情を熟知し、地
域の各団体との連携を図りやすい市町村や経
済団体等から成る協議会に委託することによ
り、地域の個性や自主性を活かした雇用促進
が図られることとなるため必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：６，５１１百万円）

○ ○

１０　地域重点産業
創業助成金（仮称）

創業件数、創業に
伴う雇用者数

　本事業は、地域が自ら選択した重点産業に
おける創業による雇用創出を促進するため､地
域再生計画を策定する等の地域において、市
町村、経済団体等で構成される地域の協議会
が自ら選択した重点産業において創業する法
人又は個人に対し、新規創業及び創業に伴う
雇入れについて助成を行うものである。雇用情
勢は地域差の拡大が見られる中、国が一律に
行う既存の支援策のみで雇用情勢を改善させ
ることは困難であるため、地域が選択する重点
産業に係る創業を支援することにより、地域の
個性や自主性を活かした雇用機会の創出が
図られることとなるため必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１，０２１百万円）

○ ○



１１　林業就業支援
事業

林業就業者数、事
業参加者数

　本事業は、新たに林業への就業を希望する
求職者に対し、安全、事故防止等に関する講
習、林業作業体験、山村生活の体験の付与、
個別相談指導等を行うものである。本事業の
実施により、林業労働に対する十分な情報・認
識等が付与され、適切な職業選択が行えるこ
ととなり、林業労働に対する就業意識の明確
化や就業の円滑化が促進されることとなるた
め必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：７０１百万円）

○ －

１２　精神障害者の
雇用の段階に応じ
た体系的支援プロ
グラムの実施

支援対象事業所数 　本事業は、精神障害者の雇用の拡大及び雇
用の継続を推進するため、独立行政法人高
齢・障害者雇用支援機構の地域障害者職業セ
ンターにおいて、障害者職業カウンセラーによ
る支援体制を強化し、事業主を対象として、休
職中の精神障害者の復職支援、在職精神障
害者の雇用継続支援、精神障害者の雇用促
進支援を総合的・体系的に実施するとともに、
障害者職業総合センターにおいて、精神障害
者の職業生活への円滑な移行を図るための支
援技法の開発を行うものである。本事業の実
施により、精神障害者の復職、職場定着等に
対する支援体制が構築され、企業における精
神障害者の雇用に対する理解の浸透、雇用管
理ノウハウの蓄積が図られ、精神障害者の雇
用の拡大及び継続が図られることとなるため
必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：６９４百万円）

○ －

１３　地域障害者就
労支援事業（地域
における福祉的就
労から一般就労へ
の移行の促進）

移行者数（就職者
数）、障害者就労
支援計画対象者数

　本事業は、福祉施設に入所している一般就
労の意欲と能力を有する障害者の雇用促進を
図るため、ハローワークが中心となり、授産施
設等の福祉施設等の各地域における関係機
関が緊密に連携・協力するものである。本事業
の実施により、従来は非常に困難であった福
祉的就労から一般就労への移行を強力に支
援する体制が構築されることとなるため必要で
ある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：３３６百万円）

○ ○



１４　若者の人間力
を高めるための国
民運動の推進

各種啓発事業の対
象者数

　本事業は、若年者雇用問題についての国民
各層の関心を喚起し、若者に働くことの意義を
実感させ、働く意欲・能力を高めるため、経済
界、労働界、地域社会、政府等の関係者が一
体となり、国民会議の開催や啓発活動等に取
り組む国民運動を展開するものである。本事
業の実施により、若年者と職業との接点を拡
大し、職業を通じ、自立する力、いわば人間力
や働く意欲、能力の向上を図り、若年者の円滑
な職業生活への移行、早期離職の防止が図ら
れ、若年者が社会において持てる力を十分発
揮できる環境が整備されることとなるため必要
である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：３６８百万円）

○ ○

１５　無償の労働体
験等を通じての就
職力強化事業（ジョ
ブパスポート事業）
の創設

ジョブパスポート配
布部数、普及啓発
セミナー開催回数

　本事業は、ボランティア活動など無償の労働
体験機会に関する情報の収集・提供を行い、
体験を通じた就業の動機付けを高めるととも
に、活動の実績等を記録する「ジョブパスポー
ト」を開発し、企業への働きかけ、若年者向け
就業支援窓口での活用等を通じ、これら活動
実績が企業の採用選考に反映されるよう普及
を図るものである。本事業の実施により、若者
が社会活動等に従事することを、評価する機
運を醸成し、幅広い若者への社会参加・職業
意識の喚起、就職活動の動機付けを図るとと
もに、就職促進のための総合的取組が推進さ
れることとなるため必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：３１４百万円）

○ ○

１６　若年労働者の
職場定着促進事業
の実施

若年者に対する相
談件数、業界団体
等に対するセミ
ナー実施回数、若
年労働者に対する
講習実施回数等

　本事業は、中小企業等における学卒就職者
等若年従業員の職場定着促進のため、地域
の業界団体が主体となった若年従業員の相互
交流、企業人事管理者を対象とした講習等の
取組を促進するとともに、ネット等を通じて若年
従業員からの働くことに関わる幅広い相談に
身近に応ずる体制を整備するものである。本
事業の実施により、若年労働者からの幅広い
相談に応ずる体制を整備するとともに、企業側
に対するアプローチとして、学卒就職者の職場
定着のノウハウを中小企業を中心により広範
に普及し、職場定着の取組みを促すこととなり
必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：５８０百万円）

○ ○



１７　キャリア探索
プログラム等によ
る職業意識啓発の
推進

キャリア探索プロ
グラム開催回数、
キャリア探索プロ
グラム参加生徒
数、ジュニアイン
ターンシップ参加
生徒数

　本事業は、ハローワークが産業界と連携し学
校において実施している、キャリア探索プログ
ラム、ジュニアインターンシップ等中高校生等
を対象とした職業意識形成支援事業につい
て、対象校の拡大、職場体験活動に係るコー
ディネート機能の充実等拡充を図るものであ
る。本事業の実施により、未内定のまま学校を
卒業する者やフリーター等不安定就労者や早
期離職の抑制を図るための将来的な若年者の
雇用の改善のために職業意識形成を支援する
ものとなるため必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：９５４百万円（新規拡充部分））

○ ○

１８　大学及び大学
生に対する就職支
援の強化

大卒就職率、マ
ニュアル等配布大
学数、進路指導担
当者セミナー実施
回数

　本事業は、大学間・学生間の格差の拡大が
認められる大学等卒業者の就職環境を踏ま
え、大学等就職担当職員の技能向上を図るた
めのマニュアル開発、講習等の支援を新たに
実施するとともに、学生職業総合支援センター
システムの強化等により、未内定学生と未充
足求人のマッチングの促進を図るものである。
本事業の実施により、大学における就職支援
体制を十全なものとし、大学生の就職の確保・
促進が図られることとなるため必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：２５９百万円（新規拡充部分））

○ ○

１９　ホームレス就
業支援事業（仮称）

就業者数 　本事業は、全国でもホームレスが多数存在
する地域において、野宿生活を余儀なくされて
いるホームレスのうち就業意欲がある者を対
象に、就業支援相談やホームレスの就業ニー
ズに合った仕事の開拓・提供、職場体験講習
を、地方公共団等で構成される協議会に委託
により実施し、就業機会の確保を支援するもの
である。本事業の実施により、自立支援セン
ターに入所していないホームレスに対しても就
業支援が可能となり、より多くの就業意欲のあ
るホームレスが就業支援を受けられることとな
り、就業機会の確保が見込まれるため必要で
ある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１４５百万円）

○ －

２０　就職基礎能力
速成講座の実施

受講者数、就職率 　本事業は、フリーター等に対し、民間事業者
を活用して、職業意識啓発、職場におけるコ
ミュニケーション能力、基礎的なビジネスマ
ナー等の習得のための講座を実施し、早期の
就職促進を図るものである。本事業の実施に
より、本格的な訓練受講までは要しないが、職
業意識啓発やビジネスマナーの習得等が必要
なフリーター等の早期就職の促進が図られる
ものである。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：４４９百万円）

○ －



２１　若者自立塾
（仮称）創出推進事
業の創設について

実施箇所数、入塾
生数、就職、訓練
受講等への移行率

　本事業は、職業生活等の前提となる就労意
識等が欠如し、教育訓練も受けず就労するこ
ともできない若年者等に対し、合宿形式による
生活訓練や労働体験等を通じ、職業人として
の基本的能力の獲得、勤労観の醸成を図り、
働くことについて自信と意欲を付与することとし
ている。本事業の実施により、若年者の円滑な
職業生活への移行、職場不適応の防止、さら
に安定的な雇用、主体的なキャリア形成が見
込まれるものである。

【概要】
  評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：２，７４４百万円）

○ ○

２２　母子家庭の母
等に対する職業訓
練受講機会の拡大

訓練受講者数、就
職率

　本事業は、就労経験がないか又は就労経験
に乏しい母子家庭の母等に「プレ訓練付き職
業訓練」実施するものである。本事業の実施に
より、個々の母子家庭の母等の様態に応じ、
就職のための準備段階としてのプレ訓練と実
際の就職に必要な技能・知識を習得させるた
めの職業訓練を一貫して実施することにより、
母子家庭の母等の雇用の促進、職業的自立
の促進が図られるものである。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：６５７百万円）

○ －

２３　ものづくり立
国の推進

シンポジウム、
フォーラムの開催
数、技能五輪国際
大会の金メダリスト
等による実演の開
催数、ものづくり体
験教室の開催数、
企業の工場・ 訓練
校を対象にした講
習会の開催数、高
度熟練技能者の派
遣人日、ものづくり
技能競技大会の参
加選手数、選手強
化訓練人日、ホー
ムページのアクセ
ス件数

　本事業は、ものづくり技能の重要性を浸透さ
せる各種事業を国民的規模で展開し、また、２
００７年ユニバーサル技能五輪国際大会が我
が国で開催されることからこれを活用し、技能
尊重機運を醸成するとともに若年ものづくり人
材の育成を推進することによりその雇用を促
進するものである。本事業の実施により、我が
国の基幹的な産業であるものづくりに関し、若
年者のものづくり技能の習得や、ものづくり技
能の尊重気運の醸成を図り、若年者のものづ
くりへの就労が促進されるとともに人材育成が
図られ、技能継承も円滑に進むこととなること
から必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：772百万円（新規拡充部分））

○ －



２４　仕事と家庭の
両立や働き方の見
直しにむけた地方
自治体の積極的な
取組の推進

男女の育児休業取
得率、小学校就学
の始期までの勤務
時間短縮等の措置
を規定している事
業所の割合、テレ
ワーク人口の増加
、実施する地方自
治体数

　少子化の流れを変えるための一層の対策と
して仕事と家庭の両立や働き方の見直しが必
要であるが、子育てを行う労働者に対する職
場や地域単位での周辺の理解が不足している
ことなどから働き方の見直しは進んでいない。
このため、次世代育成対策推進法に基づく都
道府県又は市町村行動計画の趣旨に沿って
仕事と家庭の両立や働き方の見直しに資する
事業を地方自治体が行った場合にその経費の
一部を補助することで、少子化対策に資するも
のである。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：６２９百万円）

○ －

２５　男性が育児参
加しやすい職場環
境整備の取組への
支援

男性の育児休業取
得率、父親の育児
参加促進給付金
(仮称)の支給事業
数

　急速な少子化の進行は社会経済全体に深刻
な影響を与えるものであることから、少子化対
策を進めるための各種支援を一層推進する必
要がある。中でも、男性の育児休業の取得率
は低い水準で推移していることから、各地域に
おいて波及的効果が期待できる企業を対象に
男性の育児休業取得等男性の育児参加を可
能とする職場づくりに向けたモデル的な取組を
行わせるとともに、それらの企業の取組及び成
果についての調査分析を行い、幅広く周知広
報することにより、男性の育児休業の取得に向
けた事業主の一層の取組を促すことが有効で
ある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
(平成１７年度予算要求額：１６４百万円）

○ －

２６　総合施設モデ
ル事業

－ 　地域における子育て支援が薄くなっており、
子どもに対する社会的養育をどう考えていくか
が課題となっていることから、地域において就
学前の教育・保育を一体として捉えて提供する
総合施設が必要である。そのため、平成１８年
度から当事業の本格実施を行うが、円滑な事
業展開を図るために、１７年度において教育・
保育の内容や職員配置、施設設備のあり方に
関する検討を行うためのモデル事業を実施す
ることが必要である。

【概要】
　総合施設については、平成１８年度から事業の本格実施を行う
が、円滑な事業展開を図るために、教育・保育の内容や職員配
置、施設設備のあり方に関する検討を行うためのモデル事業を
１７年度に実施するものであり（３０施設で実施）、評価結果を踏
まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：５５１百万円）

○ －



２７　児童虐待防止
対策支援事業

事業実施か所数、
家族の養育機能の
再生にむけた支援
の実施状況

　深刻な児童虐待が頻発する中で、児童相談
体制の充実は喫緊の課題となっているにも関
わらず、これまでの児童相談所の体制だけで
は十分な対応ができない状況がである。これ
に対応するためには、児童相談所において夜
間休日を問わずいつでも相談に応じられる体
制整備の実施や、幅広い人材が登用できるよ
うに児童福祉司の任用資格取得のための研
修を実施する必要がある。

【概要】
　平成１６年４月に成立した「児童虐待の防止等に関する法律の
一部を改正する法律」及び現在、国会で継続審議とされている
「児童福祉法の一部を改正する法律案」を踏まえ、児童相談所
の児童虐待防止体制のより一層の充実強化を図るため、これま
で実施してきた「家庭支援体制緊急整備促進事業」を整理し、新
たに「２４時間・３６５日体制整備事業」及び「児童福祉司資格取
得のための研修」を加えた「児童虐待防止対策支援事業」を実
施することとし、評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：２０３百万円）
　
（実施方法の改善）
　児童虐待防止対策支援事業について、児童相談所の児童虐
待防止体制のより一層の充実強化を図るために、児童相談所に
おいて夜間休日を問わずいつでも相談に応じられる体制を整備
する事業及び児童福祉司の幅広い人材登用ができるよう新たに
任用資格に加えられる職種に対する研修を実施し事業の拡充を
行った。

○ －

２８　小規模作業所
への支援の充実強
化事業

移行作業所数 　本事業は、小規模作業所に対し、新たな施設
類型への円滑な移行のために必要な知識等
の修得、及び人材育成・資質向上のための研
修事業の実施や、移行に向けたモデル的・先
駆的事業等を行う小規模作業所に対する補助
を行う都道府県等に対し補助を行うものであ
る。本事業は、小規模作業所の運営基盤の安
定化を図り、国の方針である地域生活支援へ
の移行をするために必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１，５００百万）

○ －

２９　重度障害者在
宅就労促進特別事
業

在宅雇用者・在宅
起業者数、在宅就
労の訓練者数

　本事業は、在宅の重度障害者を対象にＩＴを
活用した仕事の受注・分配等を行う在宅就労
事業者（バーチャル工房）に対して１箇所につ
き３年間の補助を行うとともに、工房を利用す
る障害者の技術指導等にかかる支援を実施す
るものである。本事業は、障害者施策が施設
福祉から地域生活支援へと大きな流れにある
中で、障害者の在宅就業の拡大により、障害
者の雇用の促進に資するために必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１００百万円）

○ －



３０　発達障害者支
援体制整備事業
（仮称）

個別支援計画作成
件数

　本事業は、発達障害者の乳幼児期から成人
期までの各ライフステージに対応する一貫した
支援を行うため、全ての都道府県・指定都市に
発達障害支援の検討委員会を設置するととも
に、各都道府県・指定都市の管内にある障害
保健福祉圏域のうちの一つにおいて個別支援
計画の作成や発達支援等、支援体制の整備を
モデル的に実施するものである。本事業は、制
度の谷間にある発達障害者の支援について、
乳幼児期から成人期までの各ライフステージ
における一貫した支援の仕組みを地域に構築
するために、また本人の発達の観点からのみ
ならず、家族の子育てに対する不安の軽減と
いう意味からも必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：３９１百万円）

○ －

３１　障害児タイム
ケア事業（仮称）

サービス利用者数 　本事業は、障害のある中高生等が養護学校
等下校後に活動する場を確保するとともに、障
害児を持つ親の就労支援とレスパイトを目的と
して、デイサービス事業所や養護学校等の空
き教室等で中高生障害児を預かるとともに、社
会に適応する日常的な訓練を行う市町村に対
し補助を行うものである。本事業は、核家族化
が進む中で、障害児の日中の活動の場を確保
し、障害児及びその家族への支援を行うこと
で、地域生活支援の体制の整備を推進するた
めに必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１，００７百万円）

○ －

３２　女性のがん緊
急対策：マンモグラ
フィの緊急整備事
業

乳がん患者発見数
（マンモグラフィ）、
乳がん受診者数
（マンモグラフィ）

　本事業は、女性のがん罹患率の第一位であ
る乳がんについて、受診率の向上及び死亡率
減少効果のある検診を推進するため、マンモ
グラフィ（乳房エックス線検査装置）の緊急整
備を図るものである。本事業は、マンモグラフィ
による乳がん検診を推進することにより、視触
診と比較して精度の高い検診を可能とし、乳が
んの早期発見により、乳がんの罹患率及び死
亡率の減少並びに医療費の効率化が見込ま
れる。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：７，８７５百万円）

○ ー



３３　女性のがん緊
急対策：女性のが
ん検診及び骨粗鬆
症啓発普及等事業

乳がん患者発見数
（マンモグラフィ）、
子宮がん患者発見
数、骨粗鬆症検診
要精検者数、乳が
ん受信者数（マン
モグラフィ）、子宮
がん受診者数、骨
粗鬆症受診者数

　本事業は、市町村が実施する「乳がん検診」
及び「子宮がん検診」並びに高齢社会が抱え
る問題の一つとなっている「骨粗鬆症予防」に
関する啓発事業の推進のため、その事業に要
する費用の２分の１を都道府県に対し補助す
るものである。本事業は、乳がん及び子宮が
んについて、啓発活動により検診の受診者を
増加させ、その早期発見により、死亡率の減
少及び医療費の効率化を図るため、また骨粗
鬆症について、高齢に達してからの骨折を原
因とする要介護者を減少させることにより、介
護給付費の効率化を図るために必要である。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：２８４百万円）

○ ー

３４　痴呆対策事業実施市町村数（痴
呆性高齢者をかか
える家族に対する
地域支援）、研修
修了者数（痴呆診
療サポート医療養
成研修）、研修修
了者数（痴呆介護
指導者養成）、研
修修了者数（痴呆
性高齢者グループ
ホーム管理者研
修）

　本事業は、これまで以上に痴呆対策を総合
的に推進していくため、地域支援、人材養成等
を柱とした痴呆性高齢者をかかえる家族に対
する地域支援、痴呆診療サポート医養成研修
等、痴呆介護指導者養成、痴呆性高齢者グ
ループホーム管理者研修等の事業を実施する
都道府県・指定都市、市町村に対して補助を
行うものである。本事業は、今後著しく増加す
ることが確実視されている痴呆性高齢者に対
して、介護サービス事業者も含め、地域全体で
痴呆性高齢者を支えていく仕組みを構築し、ひ
いては介護給付費の増大を防ぐために必要で
ある。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１，０４９百万円）

○ －

３５　地域介護・福
祉空間整備等交付
金

地域介護・福祉空
間整備等交付金に
より整備を行う施
設・サービス量

　本事業は、地域における介護・福祉サービス
向上のための面的な基盤整備に関する計画を
策定した地方公共団体（都道府県・市町村）の
うち厚生労働大臣が定める基本方針に照らし
て適当と認められるものに対し、基盤整備のた
めの交付金を交付するものである。本事業は、
地方公共団体の自主性・独自性を活かした執
行の弾力化を図ることで、地域の特性に応じた
介護・福祉サービス基盤の整備を全国的にバ
ランスの取れた形で推進するために必要であ
る。

【概要】
　評価結果を踏まえ、予算要求を行った。
（平成１７年度予算要求額：１０９，０００百万円）

○ －

【予算への反映】

　政策評価の結果を踏まえ、平成１７年度概算要求等への反映を行った場合には○を、そうでない場合には「－」を付した。（平成１７年度予算要求額は、概算要求額。）

【機構・定員要求への反映】

　政策評価の結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には○を、そうでない場合には「－」を付した。


